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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

４ 純資産の算定に当たり、第40期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 15,406,750 16,079,468 16,655,890 16,785,947 18,975,347

経常利益 (千円) 489,059 882,799 1,102,855 1,641,541 1,383,605

当期純利益 (千円) 65,568 504,819 489,031 1,009,104 592,077

純資産額 (千円) 11,107,497 11,385,324 12,261,747 13,395,584 15,753,600

総資産額 (千円) 21,352,967 21,152,977 22,675,741 23,773,366 24,009,693

１株当たり純資産額 (円) 2,083.28 2,215.97 2,188.42 2,391.91 2,448.00

１株当たり当期純利益 (円) 12.26 95.10 90.15 177.06 105.87

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 52.0 53.8 54.1 56.4 57.0

自己資本利益率 (％) 0.6 4.5 4.1 7.9 4.4

株価収益率 (倍) 69.2 16.3 16.7 13.8 19.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 1,131,843 1,482,059 1,519,238 38,834 631,399

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △1,172,546 △129,080 △1,151,606 △1,015,122 △589,024

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △379,960 △1,085,574 634,618 △339,449 △243,897

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 1,471,744 1,692,728 2,663,461 1,516,405 1,304,917

従業員数 (名) 623 682 738 770 777



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第36期の１株当たり配当額25円は、特別配当10円を、第37期の１株当たり配当額30円は、特別配当15円を、

第38期の１株当たり配当額35円は、特別配当15円、東京証券取引所市場第二部に上場したことによる記念配

当５円を、第39期の１株当たり配当額45円は、特別配当15円を含んでおります。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

５ 純資産の算定に当たり、第40期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

  

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 11,675,875 12,105,713 12,951,368 12,941,134 13,800,924

経常利益 (千円) 732,051 948,695 1,302,654 1,759,399 1,363,320

当期純利益 (千円) 203,126 623,151 672,429 1,101,254 723,415

資本金 (千円) 1,040,875 1,040,875 1,207,795 1,207,795 1,207,795

発行済株式総数 (株) 5,335,000 5,335,000 5,595,000 5,595,000 5,595,000

純資産額 (千円) 7,685,918 8,114,357 9,201,755 10,232,328 10,678,260

総資産額 (千円) 13,312,471 13,539,441 14,154,336 15,214,525 15,424,370

１株当たり純資産額 (円) 1,441.53 1,578.67 1,641.27 1,826.29 1,909.40

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
25.00

(―)

30.00

(―)

35.00

(―)

45.00

(―)

45.00

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 38.06 117.93 125.61 193.54 129.36

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.7 59.9 65.0 67.3 69.2

自己資本利益率 (％) 2.6 7.9 7.8 11.3 6.9

株価収益率 (倍) 22.3 13.1 12.0 12.7 16.2

配当性向 (％) 65.6 25.4 27.9 23.3 34.8

従業員数 (名) 342 341 347 360 378



２ 【沿革】 

 
  

年月 概要

昭和43年２月 ガスクロマトグラフ用のカラム充填剤及び消耗部品の製造・販売を目的として、資本金1,500千円でガスクロ工業株
式会社を東京都新宿区柏木二丁目281番地に設立

昭和45年５月 大阪府大阪市に大阪営業所(現大阪支店)を開設

資本金を3,000千円に増資

    12月 資本金を6,000千円に増資

昭和46年９月 埼玉県所沢市に所沢工場を新築、本社工場より移転

昭和47年２月 資本金を10,000千円に増資

    ３月 福岡県北九州市に北九州出張所(現九州営業所)を開設

昭和48年２月 資本金を13,000千円に増資

    ３月 愛知県名古屋市に名古屋出張所(現名古屋営業所)を開設

    12月 資本金を16,000千円に増資

昭和49年12月 資本金を20,000千円に増資

昭和50年４月 埼玉県入間市に武蔵工場を新築、所沢工場より移転

    12月 資本金を25,000千円に増資

昭和51年２月 神奈川県横浜市に横浜出張所(現横浜営業所)を開設

    10月 山形県山形市に子会社株式会社ガスクロ・ヤマガタ(連結子会社)を設立

    11月 資本金を50,000千円に増資

昭和53年11月 資本金を70,000千円に増資

昭和54年４月 茨城県土浦市に筑波出張所(現筑波営業所)を開設

昭和55年４月 東京都新宿区西新宿六丁目12番18号に本社社屋落成、新宿区柏木より本社移転

    11月 資本金を110,000千円に増資

昭和56年11月 千葉県千葉市に千葉出張所(現千葉営業所)を開設

昭和58年12月 計量器製造事業登録

昭和59年11月 宮城県仙台市に仙台出張所(現東北営業所)を開設

昭和60年３月 資本金を119,500千円に増資

昭和61年４月 福島県福島市内の福島工業団地に福島工場を新築(第１期工事)、武蔵工場の一部を移転

昭和62年４月 広島県広島市に広島出張所(現広島営業所)を開設

昭和63年２月 資本金を179,250千円に増資

    ８月 資本金を438,625千円に増資

平成元年３月 福島県福島市内の福島工業団地に福島工場を増設(第２期工事)、武蔵工場の一部を移転

平成２年５月 本社周辺の西新宿六丁目再開発事業による超高層ビル建設のため、本社を東京都新宿区歌舞伎町に仮移転

    10月 ガスクロ工業株式会社の商号をジーエルサイエンス株式会社に変更

    11月 資本金を634,625千円に増資

平成３年１月 福島県福島市内の福島工業団地に福島工場を増設(第３期工事)、武蔵工場の一部を移転

    ４月 子会社株式会社ガスクロ・ヤマガタの商号をテクノクオーツ株式会社に変更

平成４年４月 埼玉県大宮市(現さいたま市)に北関東営業所を開設

平成６年４月 静岡県静岡市に静岡営業所を開設
    11月 元本社周辺の西新宿六丁目再開発事業による超高層ビル、新宿スクエアタワー竣工により同ビル30階(最上階)の全

フロアを取得、新宿区歌舞伎町より本社を新宿区西新宿六丁目22番１号に移転
平成７年９月 社団法人日本証券業協会の承認を得て、株式を店頭へ登録

資本金を1,040,875千円に増資

平成８年10月 福島県福島市内の福島工業団地に福島工場を増設(第４期工事)
    12月 非接触ICカード及びその周辺機器の開発型メーカーである株式会社エイアイテクノロジー(連結子会社)を子会社と

して買収
平成10年２月 福島工場にて品質管理と品質保証の国際規格「ISO9001」の認証を取得

平成11年９月 子会社テクノクオーツ株式会社が社団法人日本証券業協会の承認を得て、株式を店頭へ登録
平成13年８月 ガスクロマトグラフ及びガスクロマトグラフ質量分析計に付属する、試料前処理装置の開発・販売会社、

ATAS GL International B.V.(オランダ、連結子会社)を子会社として買収
平成13年10月 子会社株式会社エイアイテクノロジーの営業の全部を譲り受け、同社を解散

平成13年11月 埼玉県入間市に総合技術センターを新築

平成14年10月 福島県福島市内の福島工業団地に福島工場を増設(第５期工事)

平成15年９月 大阪府大阪市北区に自社ビルを取得し、大阪支店を移転

京都営業所を大阪支店に統合

    10月 武蔵営業所を北関東営業所に統合

平成16年４月 本社内営業部署を統括する管理部署として東京支店を設置

    ８月 環境に関する国際規格「ISO14001」の認証を取得

    12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年２月 米国カリフォルニア州に子会社GL Sciences, Inc.(連結子会社)を設立

    ３月 株式会社東京証券取引所市場第二部に上場

資本金を1,207,795千円に増資

    ４月 株式会社ジャスダック証券取引所の上場を廃止

    10月 福島県福島市内の福島工業団地に福島工場を増設(第６期工事)

平成18年９月 株式会社島津製作所と分析機器・理化学機器事業に関する業務提携を締結するとともに資本提携にも合意

    10月 埼玉県入間市の武蔵工場、技術開発部、カスタマーサポートセンターの３部門を統合し、総合技術本部を新設

平成19年４月 静岡営業所を横浜営業所に統合



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び子会社４社並びに関連会社１社で構成され、分析機器関連製品、半導体関連

製品、非接触ICカード関連製品の製造・販売及び同種商品の仕入・販売を主な事業とし、さらに各事業に

関連する研究・開発及び技術サービス等の事業活動を展開しております。 

当社グループの当該事業における位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであり

ます。 

  

(分析機器事業) 

クロマトグラフの装置・消耗品等の製造・仕入・販売は、当社、子会社ATAS GL International B.V.

(オランダ)、子会社GL Sciences, Inc.(米国カリフォルニア州)が担当しております。 

 ATAS GL International B.V.は、当社が発行済株式総数の100％を所有する完全子会社であります。 

 GL Sciences, Inc.は、当社が発行済株式総数の95％を所有する子会社であり、主に米国における当

社製品の販売を行っております。 

 関連会社株式会社京都モノテックは、主に分析関連製品の開発を行っており、当社が発行済株式総数

の23％を所有しておりましたが、平成19年２月に増資を行ったことにより、当社が発行済株式総数の

39.4％を所有しております。 

  

(半導体事業) 

子会社テクノクオーツ株式会社は、当社が発行済株式総数の65.2％を所有し、半導体用石英治具及び

材料等の製造・仕入・販売を担当しており、同社の子会社杭州泰谷諾石英有限公司(中国浙江省)は、製

造を主に担当しております。 

 杭州泰谷諾石英有限公司は、テクノクオーツ株式会社が100％出資した現地法人であります。 

なお、テクノクオーツ株式会社は、株式会社ジャスダック証券取引所に上場しております。 

  

(自動認識事業) 

自動認識事業の入退室管理システム、他社機器への組込み型デバイス及び試薬管理システムの開発・

製造・販売は、当社の自動認識事業本部が担当しております。 

なお、非接触ICカード事業は平成18年４月より更なる事業の拡大を図って、事業区分名称を自動認識

事業に変更いたしました。 

  



以上について図示すると、次のとおりであります。 

  
 

 当社グループのホームページ 

 
  

(当 社)ジーエルサイエンス株式会社 http://www.gls.co.jp

(子会社)テクノクオーツ株式会社 http://www.techno-q.com

(子会社)ATAS GL International B.V. (英語)http://www.atasgl.com



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有割合」欄の(内書)は間接所有であります。 
３ テクノクオーツ株式会社、杭州泰谷諾石英有限公司及びATAS GL International B.V.は、特定子会社に該当

いたします。 
４ テクノクオーツ株式会社については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める

割合が10％を超えておりますが、当該連結子会社は、有価証券報告書の提出会社であるため、主要な損益情
報等の記載を省略しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

名称 住所
資本金又は
出資金 

(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

テクノクオーツ株式会社 東京都新宿区 829 半導体事業 65.2

役員の兼任 １名 

当社製品の製造 

営業施設の賃貸

(連結子会社)

杭州泰谷諾石英有限公司
中国 

浙江省杭州市

1,353 

(12,000千US$)
半導体事業

100.0

(100.0)

役員の兼任 １名 

テクノクオーツ株式会社の 

役員の兼任５名 

テクノクオーツ株式会社の 

製品を製造

(連結子会社)

ATAS GL  

International B.V.

オランダ 

フェルドホーヘン市

145 

(1,018千ユーロ)
分析機器事業 100.0

共同開発及び継続的な仕入 

当社製品の販売 

当社からの資金借入

(連結子会社)

GL Sciences, Inc.
米国 

カリフォルニア州

58 

(500千US$)
分析機器事業 95.0 当社製品の販売

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

分析機器事業 362

半導体事業 393

自動認識事業 22

合計 777

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

378 38.4 13.5 6,768



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用情勢や賃金の増加に支えられ、出遅れていた個人消費は

持ち直しの兆しが見え、企業の設備投資も増加基調を保ち景気は緩やかな上昇軌道で推移いたしまし

た。 

 分析機器業界におきましては、昨年５月から食品衛生法の改正により、「ポジティブリスト制」が施

行され、食品中に残留する農薬等の規格基準が導入されました。 

 半導体製造装置市場では、大手デバイスメーカーを中心に300mmウエーハラインの増設が続き、設備

投資は高水準に推移しました。しかしながら、第３四半期から第４四半期にかけて、需要の減速に伴う

在庫調整の動きが顕在化し、半導体メモリー価格の市況が急落するなど、生産調整局面を迎える展開と

なりました。 

 このような状況のもと、当社グループは引き続き採算面重視の受注活動に注力するとともに、将来を

見据えた新製品の開発や新規顧客の開拓など、積極的な営業活動、投資活動を展開し利益の拡大に向け

た諸政策を実施してまいりました。 

 業績につきましては、分析機器事業では「ポジティブリスト制」に対応した関連製品が堅調に推移

し、また、高額なバイオ装置など他社大型装置の販売が伸び増収となりました。しかし、当事業の底支

えをしております自社LCカラムなど自社製消耗品が伸び悩み、営業利益は微増となりました。半導体事

業はデジタル家電製品の旺盛な需要などに支えられ、売上は前連結会計年度を大きく上回り、業績も大

幅に回復し前連結会計年度の営業損失から営業利益に転じることができました。自動認識事業は前連結

会計年度の好調さが引き続き継続すると思われておりましたが、デバイス部門で遊技機決済系案件が同

業界の法改正の影響を受け、売上は6.6％増に留まり、営業利益は社員の待遇改善や技術開発、営業部

員の補強により人件費が増加し減益となりました。 

 この結果、当連結会計年度の連結売上高は、18,975百万円(前連結会計年度比13.0％増)となりまし

た。 

 利益につきましては、営業利益は1,301百万円(前連結会計年度比12.3％増)、経常利益は前連結会計

年度で計上した為替予約評価益307百万円が、当連結会計年度は54百万円と落ち着いたことにより、

1,383百万円(前連結会計年度比15.7％減)となりました。当期純利益は税効果の見直しに伴い、繰延税

金資産の取り崩し等により法人税等調整額305百万円を計上し592百万円(前連結会計年度比41.3％減)と

なりました。 

  



当連結会計年度における事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 
  

セグメント別の状況 

(分析機器事業) 

分析機器事業におきましては、昨年５月に食品衛生法の改正により、残留基準が設定されていな

い農薬については「人の健康を損なうおそれのない量」(一律基準値)を設定し、それを超えた食品

の流通を全面的に禁止する「ポジティブリスト制」が施行されました。この規制強化を受けて、食

品市場では更なる需要獲得を狙い、食品メーカーを中心に激増する輸入農産物など農薬分析へ新規

参入する企業が増えてきました。 

 当事業においては前々連結会計年度より前連結会計年度にかけて取り組んだ「ポジティブリスト

制」関連のセミナーや学会での発表、キーマン対策などが功を奏し、当連結会計年度では農薬など

の分析の前処理に使われる消耗品関連製品が着実に伸びました。 

 環境関連では市場ニーズに対応した提案を継続しております。交通の集中する大都市では自動車

が主な原因の大気汚染が深刻な状況になっておりますが、近年では建材から発生するホルムアルデ

ヒド、また、ここ最近では各種電化製品の使用時に発生する揮発性有機成分も注目されており、こ

れら有機化学物質の捕集用製品や大気捕集剤の製品群が引き続き好調に推移しました。 

 このほか消耗品関連では、試料調整容器や試料採取関連は前連結会計年度に引き続き好調に推移

しましたが、液体クロマトグラフィーの分離分析では心臓部ともいえるLC充填カラムは微減となり

ました。 

 また、LC-MS/MSやイオンクロマトシステムなど高額な他社商品が大きく伸びました。 

 一方、当事業の主力製品「Inertsil」は国内のみならず海外でも高い評価を受け、前連結会計年

度にはキャンペーンや「Inertsil ODS-SP」の新製品リリース効果により販売数量が大幅に増加し

ましたが、当連結会計年度はその実績を上回るには至りませんでした。 

 生産活動では目標とした「品質と生産性の向上」を実現すべく、計画生産の確立及び１個作り体

制の推進、改善活動の定着に取り組み引き続き原価の低減に努めました。 

 この結果、売上高は13,332百万円(前連結会計年度比7.2％増)、営業利益は人件費などが増加し

1,119百万円(前連結会計年度比0.7％増)となりました。 

  

売上高(百万円) 営業利益又は営業損失(△) (百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度
前年同期比

(％)
前連結会計年度 当連結会計年度

前年同期比
(％)

分析機器事業 12,440 13,332 7.2 1,111 1,119 0.7

半導体事業 3,719 4,976 33.8 △41 112 －

自動認識事業 625 666 6.6 85 64 △24.8

小  計 16,785 18,975 13.0 1,155 1,296 12.3

消去又は全社 － － － 4 5 21.9

合  計 16,785 18,975 13.0 1,159 1,301 12.3



(半導体事業) 

半導体関連業界は、第１四半期から第２四半期にかけて、サッカー・ワールドカップ効果に加え

地上波デジタル放送対応の薄型テレビの需要増、ナンバーポータビリティに向けた携帯電話の新製

品が大量投入されるなど、デジタル家電製品の旺盛な需要に支えられ、半導体デバイスの市場規模

は拡大しました。 

 このような状況のなかで、当事業は「量産体制を整えた中国杭州工場の全面稼働の推進」、「製

販共同体制の強化」、「大型火加工製品・合成石英製品の拡充」、「原価低減・経費削減」等を一

連の重点テーマとして掲げ、積極的な事業展開を推進いたしました。 

 特に、大型火加工石英製品は薄型テレビ用フラットパネルディスプレイ(FPD)製造装置や太陽電

池製造装置向けを中心として、急速に拡大している付加価値の高い市場であることから、新規顧客

の開拓と、主要ユーザーのシェア拡大を目標に重点的に取り組みました。 

製品別売上では、石英製品は石英チューブ、ボート、ベルジャー等の火加工製品が大きく伸び、

3,946百万円、シリコン製品は949百万円、その他は80百万円となりました。 

 この結果、売上高は4,976百万円(前連結会計年度比33.8％増)、営業利益112百万円(前連結会計

年度は営業損失41百万円)となりました。 

  

(自動認識事業) 

当事業は業界が引き続き拡大基調に推移することを予想し、当初は当連結会計年度の上半期売上

計画を前年同期比53.2％増、年間売上計画を同34.1％増としました。 

 しかし、デバイス部門で上半期に大きな期待を寄せていた遊技施設業界の決済系案件が法改正に

よる影響で急ブレーキがかかり、関連案件で１台も納入できず、年間売上計画を大きく下方修正す

ることとなりました。 

 このほかのデバイス部門ではこれまで培った技術力により、業績を伸ばすことができました。な

かでもID認証による制御アクセスコントロール分野は入退室機械警備関係、タイムレコーダ関係な

どが堅調に推移しました。 

 入退室管理システム関連は個人情報漏洩防止などにも必要性は認識されてはおりますが、サーバ

ー室や資料室など最低限のワンルーム出入管理に受注が集まり、受注規模の小口化傾向に歯止めが

掛からず、減収となりました。 

 当連結会計年度の業績は足踏み状態でありましたが、自動認識業界は確実に拡大しており、ソリ

ューションとしてデバイス、システム系を問わず提案する機会が増えてきており、確実に一歩前へ

進めた一年であったと考えております。 

 部門別の売上実績としては、入退室管理システム部門175百万円(前連結会計年度比14.2％減)、

デバイス部門491百万円(前連結会計年度比17.5％増)となりました。 

 この結果、売上高は666百万円(前連結会計年度比6.6％増)、営業利益は社員の待遇改善や開発、

営業部員の補強など人件費の増加や事務所フロアの拡張により64百万円(前連結会計年度比24.8％

減)となりました。 

 なお、非接触ICカード事業は平成18年４月より更なる事業の拡大を図って、事業区分名称を自動

認識事業に変更いたしました。 

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)の期末残高は、前連結会計

年度末に比べ211百万円減少し1,304百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な増減要因は、以下のとおりであ

ります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は631百万円(前連結会計年度に比べ592百万円

の増加)となりました。 

 これは主に税金等調整前当期純利益1,350百万円、減価償却費719百万円などがありましたが、売上

債権の増加443百万円、たな卸資産の増加301百万円や法人税等の支払727百万円などがあったことに

よります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は589百万円(前連結会計年度に比べ426百万円

の増加)となりました。 

 これは主に投資有価証券の売却による収入178百万円などがありましたが、有形固定資産の取得に

よる支出509百万円や投資有価証券の取得による支出382百万円などがあったことによります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は243百万円(前連結会計年度に比べ95百万円の

増加)となりました。   

  これは主に短期借入金の純増加額385百万円や長期借入による収入241百万円などがありました

が、長期借入金の返済による支出592百万円や配当金の支払額250百万円などがあったことによりま

す。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 非接触ICカード事業は、平成18年４月より事業区分名称を自動認識事業に変更いたしました。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 非接触ICカード事業は、平成18年４月より事業区分名称を自動認識事業に変更いたしました。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 非接触ICカード事業は、平成18年４月より事業区分名称を自動認識事業に変更いたしました。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

分析機器事業 8,279,806 △1.3

半導体事業 5,381,929 37.4

自動認識事業 751,705 52.3

合計 14,413,440 12.6

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

分析機器事業 13,108,104 3.1 776,135 △22.5

半導体事業 5,226,644 32.1 988,135 33.9

自動認識事業 683,432 5.7 58,609 41.3

合計 19,018,182 9.8 1,822,880 2.4

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

分析機器事業 13,332,843 7.2

半導体事業 4,976,205 33.8

自動認識事業 666,298 6.6

合計 18,975,347 13.0



３ 【対処すべき課題】 

(分析機器事業) 

分析機器事業は、製造業などの基礎開発や品質管理など国の産業競争力に不可欠の基盤を形成する産

業として重要な位置を占めております。また、最近では、地球規模での環境保全として、クロマトグラ

フによる測定技術の果たす役割も大きくなってきております。 

 当事業が今後永続的に発展するためには、製品開発や販売支援活動に効果的な体制を作り、収益性を

確保して、事業規模を拡大していくことが必要となります。 

 当連結会計年度では下半期から武蔵エリアの技術開発部、カスタマーサポートセンター、武蔵工場の

３部門を統合して新たに総合技術本部を発足しました。開発テーマの選定には真のニーズの把握が不可

欠でありますが、これまで経験、知識、情報などその部門や個人だけのものとされていた知的財産が、

これにより効率的に活用される三位一体の体制となり、営業からの情報やカスタマーサポートセンター

の分析ノウハウなどの共有化が可能となります。次連結会計年度における総合技術本部の年間目標は、

「技術の集約による効率化と自社製品販売比率の向上」を掲げました。ユーザーからの要求事項やクレ

ームなどの情報を共有化し、市場のニーズに合った的確な製品開発と開発のスピードアップを図り、お

客様に満足される販売体制を推し進めてまいります。 

 また、これまで海外からの商品も販売しておりますが、収益構造が悪化している商品についても見直

しを図り、早急に自社ブランド品への切り替えにより、自社製品比率の向上を更に推し進めてまいりま

す。 

 当事業にとっては、このように変化する市場環境に国内はもとより、経済成長の著しい中国市場な

ど、海外戦略を視野に入れた積極的な販売体制を構築しながら、先端技術の進歩に相俟った新製品の開

発を行い、安定した成長を続けることが今後の課題となります。  

  

(半導体事業) 

半導体関連業界におきましては、2007年半ばにかけてシリコンサイクルの下降局面が続き、デジタル

関連材では在庫調整のための生産抑制が続くものと見られますが、IT・デジタル家電の普及率にはまだ

上昇余地があり、今後も旺盛な需要が見込めるものと思われます。 

 このような環境のなか、当事業は最先端の技術開発に挑戦し、工程設計の再構築と工数低減など引き

続き機械化・省力化を推進し、更なる製造原価の低減を目指してまいります。 

 半導体集積回路の微細化・高集積化への技術革新は、回路中の線幅、45ナノ(１ナノは10億分の１)メ

ートルへの移行を境として、革新的な技術の導入が避けられない状況にあり、製造プロセスの技術開

発、新素材の研究、加工工程における汚染防止対策及びクリーン化を更に推進し、作業環境の改善に努

めてまいります。 

 大型火加工製品、高純度合成石英製品につきましては、300mmウエーハ製造装置の拡大や液晶、太陽

電池パネル生産用として需要が伸びておりますが、加工技術の開発や短納期に対応し、製造コストの低

減に注力してまいります。 

 子会社杭州泰谷諾石英有限公司につきましては、生産高は初期の目標をクリアいたしましたが、一部

に国内工場の追加工を必要とするなど、技術レベルが稼働率に追いついていない部分があるため、生産

性の向上と併せて、技術指導と人材育成に注力し、製造コストの低減を推進してまいります。 

  



(自動認識事業) 

当事業は現在最も注目されているRFIDの技術開発に長年に亘って取り組んできております。 

 RFIDシステムは、微小な無線チップにより人(個人)やモノを識別・管理しますが、人が携帯するか又

はモノに取り付けるかによってデータを管理する「RFIDタグ」と、これらを読み取り制御する「リーダ

ライタ(アンテナを含む)」で構成されております。 

 当事業としての役割は、最先端技術として使われているRFIDの特徴を最大限に引き出し、お客様の製

品機器に組み込むリーダライタを提供することにあります。 

 近年、国内ではソニー株式会社の非接触技術方式「FeliCa」が急速に非接触ICカードの市場に広く浸

透してきており、当事業では「FeliCa」の技術をリーダライタの製品開発に応用し、各分野に広がる

RFID技術を自社の製品化に結び付けていくことが、今後の第一の課題であると考えております。 

 このほか、セキュリティ業界に投入する製品として電池付非接触ICカード「ACTY」(アクティ)の製品

開発も計画しております。カード側に電池を搭載し感知距離を長くとれるため、ニューモデルとして再

復活の要求が寄せられており、ニッチな市場を取り込んだ開発も事業拡大への課題であると考えており

ます。 

 RFIDは将来の社会のIT化・自動化を推進する上での基盤技術として注目されており、読み取り技術だ

けでなく、制御系を含むより広範な役割が要求されてくるものと認識しております。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、株価及び財政状況などに影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなも

のがあります。 

 当社グループにおいては、これらリスクを認識した上で、可能な限り発生の防止に努め、また、発生し

た場合は迅速、的確に対処する方針です。 

 なお、記載した事項は当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものでありますが、当

社グループに関するすべてのリスクを網羅したものではありません。 

  

(1) 経済動向及び製品市況によるリスク 

当社グループ製品の主要な市場がある経済環境の動向は、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす

可能性があります。当社グループは事業の多角化などにより、リスクヘッジをしておりますが、いずれ

も最先端の技術を要しますので、技術の急激な変化により製品の需要が減少した場合や又は価格競争が

激化した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2) 為替変動によるリスク 

当社グループは、海外からの仕入については米ドルを中心とする外貨建てで行っており、為替リスク

の軽減を図るため、決済予想額の一部について為替予約取引を利用しております。しかし、平成19年３

月期の国内での分析機器事業、半導体事業の売上原価に占める輸入割合は、いずれも高い水準で推移し

ており、為替変動により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 特定の販売先への依存度が高いことによるリスク 

半導体事業については、その主な販売先は半導体製造装置メーカー、デバイスメーカー、理化学機器

メーカーでありますが、そのうち米国Applied Materials, Inc.に対する依存度が高くなってきてお

り、同社の経営状態や、需要動向の著しい変化により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  

(4) 特定の仕入先への依存度が高いことによるリスク 

半導体事業については、その主要な原材料は石英インゴットでありますが、その主な仕入先は

Momentive Performance Materials Quartz, Inc.(旧 GE Quartz, Inc.)であります。同社からの供給の

逼迫、遅延又は価格上昇等が生じた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(5) 新製品の開発に関わるリスク 

当社グループの事業はいずれも技術的な進歩が急速であるため、常に技術革新に対応できる研究・開

発に努め、得意先に密着しスピードと柔軟性をもって活動を行っております。しかしながら、事業を展

開する市場において、業界と市場の変化に的確に対応できなかった場合、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

  



(6) 製造物責任に関わるリスク 

当社グループは品質不良によるリスクを最小限に抑えるべく、品質管理体制の強化に努めております

が、将来において品質問題が発生しないという保証はありません。 

 品質管理には万全を期しておりますが、予期せぬ事情により不具合が発生した場合、当社グループへ

の信頼が損なわれ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(7) 半導体製品の納入状況の変動による影響 

自動認識事業の主力製品であるデバイス部門のリーダライタは、その核となる重要な部品としてIC

(集積回路)、カスタムICを使用しておりますが、国内半導体業界の業績の影響により入荷状況が大きく

変動する可能性があります。このため、当事業としては余裕を持った在庫を保有しながら、生産を実施

しておりますが、半導体業界の予想を上回る需要により、在庫確保が困難な状態となった場合、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 業務提携に係る契約 

  

 
  

(2) 主な共同開発契約 

  

 
(注) 上記についてはロイヤリティとして売上高の一定率を支払っております。 

  

(3) 主な総代理店契約 

  

 
(注) Teledyne Tekmar Companyは平成15年５月19日付けでTeledyne Technologies Companyに吸収合併されておりま

す。なお、契約の内容及び契約期間は変更されておりません。 

  

(4) OEM供給契約 

  

 
(注) 株式会社日立サイエンスシステムズは平成19年４月１日付けで株式会社日立ハイテクノロジーズの経営改革に

伴い、同社の全事業が、株式会社日立ハイテクノロジーズ及び同社グループに事業譲渡されております。 

なお、契約の内容及び契約期間は変更されておりません。 

  

契約会社名 相手先 国名 契約の内容 備考 契約期間

ジーエルサイエンス 
株式会社(当社)

株式会社島津製作所 日本
分析機器・理化学機
器事業に関する業務
提携

業務提携協定
平成18年９月15日から 
平成20年９月14日まで 
以降１年ごとの自動更新

契約会社名 相手先 国名 契約の内容 備考 契約期間

ジーエルサイエンス 
株式会社(当社)

エーザイ株式会社 日本
「光学異性体分離カ
ラム」の共同開発に
関する契約

共同開発契約
平成３年11月18日から 
平成４年11月17日まで 
以降１年ごとの自動更新

契約会社名 相手先 国名 契約の内容 備考 契約期間

ジーエルサイエンス 
株式会社(当社)

住友スリーエム
株式会社

日本

3M Company(米国)
「固相抽出関連製
品」の販売に関する
契約

日本総代理店
契約

平成７年７月１日から 
平成８年６月30日まで 
以降１年ごとの自動更新

Teledyne 
Tekmar Company

米国

「サンプル濃縮導入
装置」の日本国内で
の販売権に関する契
約

日本総代理店
契約

平成10年４月１日から 
平成16年３月31日まで 
以降１年ごとの自動更新

Spark Holland B.V. オランダ

「サンプル濃縮導入
装置」及び「オート
サンプラー」の日本
国内での販売権に関
する契約

日本総代理店
契約

平成10年12月１日から 
平成11年12月１日まで 
以降１年ごとの自動更新

Trace Detect, Inc. 米国

「NanoRandExplorer
ポータブル・ベンチ
トップ」の日本国内
での販売権に関する
契約

日本総代理店
契約

平成14年９月２日から 
平成15年９月１日まで 
以降１年ごとの自動更新

契約会社名 相手先 国名 契約の内容 備考 契約期間

ジーエルサイエンス 
株式会社(当社)

株式会社 
日立サイエンスシス
テムズ

日本
ガスクロマトグラフ
GC4000販売に関する
契約

OEM供給
平成17年４月１日から 
平成19年３月31日まで 
以降１年ごとの自動更新



６ 【研究開発活動】 

当社グループは、広く産業界の高度化するニーズに対応できるよう積極的な研究開発活動を展開してお

ります。その分野は分析機器事業、半導体事業、自動認識事業といずれも最先端の技術が求められる三つ

の事業のセグメントに分かれ、それぞれの分野ごとに独自性のある技術力を高めながら新製品の開発に努

めております。 

また、製品に対するニーズを様々な角度から収集し、そのデータをもとに、より充足度の高い製品を目

指すべく開発、改良に努めております。 

なお、当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費の総額は、704百万円であります。 

事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと次のとおりであります。 

  

(分析機器事業) 

(1) 概要 

当事業の研究開発活動は、クロマトグラフ関連の機器や充填剤などの開発を中心に実施しておりま

す。常に製品への展開を意識した開発活動を進め、長年に亘り培ってまいりましたクロマト基盤技術の

上にナノテクノロジー、ライフサイエンステクノロジーなどの先端技術を融合させた新製品の開発に邁

進しております。 

 当事業の主力消耗品製品群として、ガスクロマトグラフ用カラムInertCapシリーズ、液体クロマトグ

ラフ用カラムInertsilシリーズ、固相抽出用カートリッジInertSepシリーズを自社開発品ブランド統一

ブランド「Inertファミリー」として展開しております。利益率の高い本ブランド製品群のラインアッ

プの拡充に特に注力しております。 

 また、装置関連製品群につきましては、主力のガスクロマトグラフ、液体クロマトグラフの本体・周

辺装置に加え、近年著しく需要が旺盛な前処理関連装置開発にも注力しており、前連結会計年度に引続

き、新製品の販売を進めております。さらに、今後数年に亘り斬新な機構を取り入れた新製品の販売を

計画しております。 

なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は、582百万円であります。 

  

(2) 主な研究開発活動 

① LC-MS用モノリスエミッター MonoSpray ラインアップ拡充 

本製品はモノリス技術の応用製品の一つです。HPLCカラムの出口にMonoSprayを接続して、ノズル

から試料を霧状態にしてLC/ESI-MS装置へ導入します。MonoSprayは霧状態を安定して作り出し、分析

精度を上げることができます。MonoSpray FS(50μm)、MonoSpray C18 Nano(50μm、75μm)を追加発売い

たしました。 

② Inertsil ODS-SP ラインアップ拡充 

「Inertファミリー」の一角を占めます液体クロマトグラフ用カラムInertsilシリーズ拡充の開発

を進め、Inertsil ODS-SPに新たに３μm仕様を追加発売いたしました。食品中の残留農薬等の規制に

ついては平成18年５月29日より新たな制度(ポジティブリスト制度)に移行されました。本３μm仕様は

ポジティブリスト対応カラムとなっております。 



③ MonoFas ラインアップ拡充 

好評を得ておりますMonoFasシリーズにプラスミド抽出キットⅢを追加発売いたしました。 

本キットはモノリス技術の応用製品の一つです。DNAがシリカに吸着する特性を利用して大腸菌

(E.Coil)の培養液やバクテリアの組換え体より高純度なプラスミドの抽出・精製を行います。サイズ

の異なる種々のプラスミドの精製も同様の手法で行い、遠心法を用いて簡単に回収でき、かつ、シン

プルな操作で目的のプラスミドの精製が可能です。得られたプラスミドはそのまま制限酵素処理や

DNA配列解析などに使用できる便利な製品となっております。 

④ DN残留農薬クリーンアップ前処理装置 G-Prep GPC8150 

食品中の残留農薬等の規制について新たに始まりました制度(ポジティブリスト制度)により食品の

分析需要が急増しております。当事業ではこの分析のサンプル前処理用の自動機器の開発に注力して

おり、前当連結会計年度に販売を開始しましたG-Prep GPCシリーズに、サンプルの処理能力を大幅に

高めた上位機種GPC8150を新開発し、追加発売いたしました。GPC8100と比べ、同一時間内で処理可能

なサンプル数が数倍となり、大量のサンプルを扱われるお客様にとりましてコストパフォーマンスが

たいへん高い製品となっております。 

⑤ 固相抽出カートリッジInertSepシリーズ大幅拡充 

当事業の製品群の中で利益率の高い、自社ブランドInertSepシリーズの大幅拡充のための開発を実

施いたしました。従来のポリマー系製品は品揃えを拡充するとともにGL-Pakブランドで展開しており

ました一部製品を本シリーズに統合一新いたしました。また、シリカ系製品を新開発いたしました。

製品形状につきましても従来タイプに比して、レギュラーカートリッジ、ハイボリュームカートリッ

ジ、ラージサイズカートリッジ(LSC)、ミニカートリッジ、96-Well Plateといった多様なタイプを新

開発し、お客様の様々なニーズにお応えできる製品群の完成に近づいております。製品発売開始は次

連結会計年度早々を予定しております。 

  



(半導体事業) 

(1) 概要 

当事業の開発担当者は構成員７名(平成19年３月31日現在)からなる「技術開発部」であり、当連結会

計年度中に支出した研究開発費の総額は47百万円であります。 

  

(2) 主な研究開発活動 

① 大型石英製品の製造開発 

太陽電池パネル製造装置用及び液晶装置用で成膜プロセスチャンバーとしての大型石英製品の需要

が伸び、新しい石英製品のマーケットを構成しつつあります。一方、半導体用シリコンウエハも

450mmサイズへの移行が検討され始めるなど、石英製品の大型化方向が形成されつつあることから、

当事業も大型石英製品の製造工法開発に着手しました。 

 特に大型チューブのサイズは処理されるガラス基板が第四世代以上では１ｍを超えるものとなり、

従来工法では加工困難な領域となっています。当事業は期初より新しい加工技術、設備開発を行い、

生産展開を図りました。既に当連結会計年度において十数台の大型チューブの出荷を行い、当連結会

計年度の業績に寄与しております。こうした実績により、次連結会計年度への繰り越し受注も抱え今

後の期待もありますが、需要は製造装置に占める石英製品のコスト次第の側面を持つことから、製造

コスト低減が大きな課題となります、さらに、基板サイズが歩留り向上のため大きくなる傾向であ

り、プロセスチューブの石英での可能性も合わせて見極めて行くことが研究課題となります。 

② 石英表面コーティング技術 

半導体製造装置でエッチング装置は石英の消耗が激しく、特に耐プラズマ性が強く求められていま

す。従来、各種酸化物の石英表面への溶射が研究されていますが、剥離するなどの弱点が克服されて

おらず、問題解決に至っておりません。 

 当事業は専門メーカーと共同で半導体プロセスに利用されるCVDコーティング技術の開発を始めま

した。CVDコーティングは表面機能制御性に優れ、耐プラズマ性で通常の石英材料のみに比べ100倍の

高寿命が実験で確認されております。本共同プロジェクトは経済産業省のコンソーシアムに採用さ

れ、今後３年間の研究開発活動に入りますが、既に複数の半導体製造装置メーカーからサンプル提供

引き合いもあり、装置での実証を含めながら実績を積み重ねて有効性の確認をして行きたいと考えま

す。さらには、表面コーティングにより材料の汚染物質の拡散防止に有効となれば適用範囲も拡大す

ることが期待されます。 

  



(自動認識事業) 

(1) 概要 

当事業は非接触ICカードを用いたリーダライタと、その応用機器・応用システムの開発・製造・販売

を主な事業としており、入退室管理システム、デバイス（他社機器組込み型）の二つの柱により構成さ

れ、技術・生産管理を中心に開発活動を進めております。 

なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は、75百万円であります。 

  

(2) 主な研究開発活動 

当事業はシステム(入退室管理，化学物質総合管理等)及びデバイス(他社機器組込み型リーダライタ

モジュール，リーダライタ壁付型等)の二つの柱により構成されております。 

① システム 

当連結会計年度においては、「入退室コントローラXRC-100」の開発を進めてきました。これは、

タッチパネル付LCD，音声ガイダンス，SDカードスロット等を採用し、使用者に“安全で扱いやす

さ”を重要コンセプトの一つに置き、また、サービスをする側では、データの確保のために本体を解

体することなく、SDメモリを介して移行させるようにし、作業効率の面からも格段に性能アップいた

しました。 

 コントローラ付MIROリーダMRC-270の後継機として、当連結会計年度中の開発完了を予定しており

ましたが、完成度を高めるために次連結会計年度上半期まで延期いたしました。 

② デバイス 

他社機器に組み込んで幅広い用途に利用できるデバイス(他社機器組込み型リーダライタモジュー

ル)は、年々市場が拡大しております。そこで、新たな非接触ICチップのNFCチップ搭載リーダライタ

の開発を手がけました。 

 NFCチップは、NXP Semiconductors(旧Royal Philips Electronics)とソニー株式会社が共同で開発

し、規格化したICチップです。NFCチップがmifareとFeliCaの両方の通信仕様を持っているという性

能を利用し、マルチプロトコルリーダライタとして２機種４タイプの製品を完成させました。これか

らの主力製品になると期待されます。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

  

(1) 経営方針 

① 会社の経営の基本方針 

当社は昭和43年の創立の際に、会社はどのような思想を持ち、実践していくかという、経営に対す

る姿勢、理念を「創立の根本精神及び経営理念」に掲げました。 

 その中で創立の目的は、「同一の思想を持ち、信頼し合う事のできる人間が集まって、何かの仕事

を通して、(極論すれば、それがどのような仕事、業種であってもよい)経済的無から、一つの理想体

(理想企業体)を造り上げる事への挑戦」と謳っております。 

 この「創立の根本精神及び経営理念」より、当社は「社会に対し社会性を充分発揮してその存在価

値を高め、社員個々の幸福を勝ち取り、企業の維持、発展をならしめること」を基本理念として、こ

れまで活動を続けてまいりました。 

 そして、そこから得られた利益を会社、株主、社員、社会に公正に分配し、会社の事業内容を充実

させ発展させることが最大の社会性を意味すると考えております。 

 この基本理念を実現していくために、当社では創立以来毎期、必要な人件費、経費(賃借料、減価

償却費等)、そして適切な利益(営業利益)を得る場合の売上を記載した付加価値経営計画や、社長を

始め役員全員の個人別の年収を株主、金融機関、社員に公表するなどの情報の開示を実施してまいり

ました。このようなオープンな経営姿勢に対する社員個々の意識の高まりが、互いの信頼感を強く

し、個々の能力を充分に活かすことで、計画達成という一つの目的に邁進することができたと確信し

ております。 

 このように、「道は一つ、共に進もう」という当社のスローガンに沿った付加価値経営こそが躍進

の原動力であり、今後も成長の糧として継続してまいります。 

② 目標とする経営指標 

当社の付加価値経営計画の主体は経営理念にもありますように人であり、人(社員)を中心とした経

営計画によって組み立てられています。 

 そのため、目標とする経営指標は、まず人件費を基点とした付加価値を決定し、次にその付加価値

を達成するためにはどのくらいの売上高が必要かといった逆算のプロセスによるガイドラインと、市

場状況を勘案して設定しております。人(社員)を中心とした長期付加価値経営計画は人員削減や人件

費の削減など、リストラ等をしない終身雇用制を前提とした経営計画に基づいております。 

 付加価値は六つの構成要素からなり、その経営指標は①人件費65.5％、②福利厚生費1.0％、③金

融費用2.8％、④動産不動産賃借料6.0％、⑤減価償却費5.6％、⑥付加価値内利益(営業利益－金融費

用)19.1％であり、人件費と営業利益で付加価値の大半(87.4％)を占めております。また、その付加

価値を生み出す売上高は三つで構成され、①売上素材原価52.0％、②付加価値合計38.0％、③その他

一般経費10.0％と定めております。 



③ 中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは「経営の基本方針」にもありますように共通の「経営理念」のもとに、毎期３ヵ年

の長期付加価値経営計画を策定し、その実現に向けて諸戦略を展開しております。 

分析機器事業、半導体事業、自動認識事業といずれも最先端の技術を要しますので、研究開発に経営

資源の重点的投入を図ってまいります。 

 分析機器事業は毎期売上に占める自社製品比率の向上を営業戦略として掲げており、前連結会計年

度の計画においては65.7％達成を目標としました。しかし、実績は他社高額装置の伸びが大きく影響

したことなどにより61.7％と計画に4.0ポイント届きませんでした。メーカーとして継続的に発展す

るためにも、自社製品の拡販を推し進め、次連結会計年度の自社製品比率は65.0％と計画しました。

今後も市場のニーズをより早く的確に把握し、高付加価値製品の開発に注力して、自社製品比率の向

上に努めてまいります。 

 また、売上高総利益率も、当連結会計年度は34.9％と高い利益率を維持し、次連結会計年度は

35.0％を目標としております。技術開発に必要な資金などを確保するためにも、自社製品比率を高

め、今後は36.0％程度まで引き上げていくことが必要と考えております。 

 半導体事業は本格化した300mmウエーハラインの設備投資及び半導体集積回路の微細化、高集積化

の伸展に伴い、製造プロセスにおける汚染防止とクリーン化を進め、大型火加工製品に対応した加工

技術の確立と拡販を目指してまいります。 

 中国杭州市の子会社は半導体製造用石英製品の工場として精密加工技術の習得が進み、国内工場に

ほぼ匹敵する技術水準と、本格的な量産体制を確立しております。 

 今後は売上拡大策を推進し、高付加価値製品を国内工場に特化し、低コスト量産品を中国工場で生

産する振り分けを推し進め、原価低減と安定的な供給体制を図り、業績の回復を目指してまいりま

す。 

 自動認識事業では、いよいよ現実味を帯びてきた、いつでも、どこでも、誰でも、何からでも簡単

に情報が手に入るという「ユビキタス社会」の実現に向けて、非接触ＩC技術を応用した自動認識の

製品開発に注力してまいりました。 

 これまで自動認識の技術は磁気カードやバーコ－ド、２次元コードなどにより社会生活へ浸透して

きましたが、最近ではアンテナを介して通信を行うRFID(Radio Frequency Identification)や、ヒト

の指紋や静脈など固有の特徴を利用したバイオメトリックス認証など、安全性や信頼性を前提とした

新しい認識技術の発展、融合が注目されてきております。 

 RFIDの技術はビルのセキュリティや勤怠管理用端末のタイムレコーダ、「SuiCa」や「PASMO」に代

表される電子チケット、さらには生産現場の情報を含む“物”の履歴管理「トレーサビリティ」へ

と、その利用範囲が飛躍的に拡大しております。 

 当事業ではRFID技術のなかでも最近注目を集めている電波を使用し、十数センチメートルの短い範

囲内で双方向通信可能な、NFC技術の開発や、高機能を実現した次世代入退室コントローラの開発を

手掛けるなど、新製品のラインナップに努め、更なる業界の拡大基調に対応した技術基盤の強化を図

ってまいります。 

  



(2) 財政状態の分析 

① 資産の状況 

当連結会計年度末の流動資産は売掛債権の増加やたな卸資産の増加などにより13,900百万円(前連

結会計年度末比178百万円増)となりました。 

固定資産は投資有価証券の取得による増加などにより10,108百万円(前連結会計年度末比58百万円

増)となりました。 

その結果、資産合計では24,009百万円(前連結会計年度末比236百万円増)となりました。 

② 負債の状況 

当連結会計年度末の流動負債は支払手形及び買掛金の増加や短期借入金の増加などにより5,941百

万円(前連結会計年度末比398百万円増)となりました。 

固定負債は長期借入金の返済による減少などにより2,314百万円(前連結会計年度末比445百万円減)

となりました。 

その結果、負債合計では8,256百万円(前連結会計年度末比47百万円減)となりました。 

③ 純資産の状況 

当連結会計年度末の純資産合計は利益剰余金の増加などにより15,753百万円となりました。 

自己資本比率は57.0％となりました。 

  

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度における資本の財源及び資金の流動性についての分析につきましては、第２「事業の

状況」の１「業績等の概要」の(2)「キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。 

  

(4) 経営成績の分析 

(分析機器事業) 

分析機器事業の通期計画において、当連結会計年度の売上に占める自社製品比率を当初の計画から

平成18年10月に下方修正いたしました。しかし、実績は修正後の計画値にも及ばず低調な結果となり

ました。前連結会計年度と比較しますと、自社装置については伸びているものの、当事業の生命であ

る自社消耗品は減少しました。そのなかでも高付加価値製品である自社キャピラリーカラム、固相抽

出類、固相抽出装置・部品、GC一般部品・バルブ類の減少が大きく売上総利益率を押し下げました。

 当事業における売上総利益率については、当連結会計年度実績34.0％を次連結会計年度には何とし

ても35.0％まで向上させ、今後は36.0％まで引き上げなければなければなりません。そのためには自

社製品比率を高めることが必須となります。営業部員の頑張りに期待することは勿論でありますが、

何といっても高付加価値製品を開発する技術開発部の奮起を切に願っております。 

 これにより、当連結会計年度の分析機器事業の付加価値の実績は、人件費が下がってきており、付

加価値内利益が経営指標の19.1％を上回ったため、六つの構成要素は①人件費64.4％、②福利厚生費

0.8％、③金融費用0.2％、④動産不動産賃借料3.3％、⑤減価償却費5.9％、⑥付加価値内利益(営業

利益－金融費用)25.4％と減価償却費が0.3％経営指標を僅かに超えましたが、そのほかは全て達成し

ました。また、その付加価値を生み出す売上高は三つで構成され、①売上素材原価58.1％、②付加価

値合計33.9％、③その他一般経費8.0％でした。 

  



(半導体事業) 

半導体業界のシリコンサイクルによる業績不振も、昨年の年頭より持ち直しました。連結子会社テ

クノクオーツ株式会社においても毎月の受注量が増加してきており、その傾向は現在も続いておりま

す。しかし、同社の当連結会計年度の売上高は前連結会計年度比32.8％増と大きく伸びたものの、必

要な利益を確保することが出来ないで苦しんでおります。 

 当連結会計年度の売上総利益率は同社と同社の中国子会社である杭州泰谷諾石英有限公司の連結ベ

ースで20.0％であります。メーカーとして、また特殊な技術力を持つメーカーとして納得できる数値

ではありません。中国の子会社杭州泰谷諾石英有限公司の従業員も同社からの応援部隊の指導がよ

く、技術力も大幅にアップし、製品の完成度も高くなっております。さらに、受注がアップして量産

体制が確立されれば、従業員のモチベーションを刺激し、同社グループの連結決算の業績も大いに改

善されることと考えます。 

 これにより、当連結会計年度の半導体事業の付加価値の実績は、付加価値内利益が前連結会計年度

1.1％から当連結会計年度期は4.9％と若干改善したものの、経営指標の22.5％には遠く及びませんで

した。六つの付加価値の実績は①人件費72.8％、②福利厚生費1.6％、③金融費用2.0％、④動産不動

産賃借料3.9％、⑤減価償却費14.8％、⑥付加価値内利益(営業利益－金融費用)4.9％となりました。

また、付加価値を生み出す売上高は①売上素材原価49.9％、②付加価値合計34.8％、③その他一般経

費15.3％でした。 

  

(自動認識事業) 

当連結会計年度は前連結会計年度に引き続き良好な営業情報を得ながら展開された１年であったと

評価できます。 

 売上については上半期の低迷により、結果を出せずに足踏み状態でありましたが、REID業界は確実

に拡大しており、大きな可能性をもった事業であることを再確認できました。実際にソリューション

として提案する機会がデバイス系、システム系を問わず増えてきております。しかし、売上という結

果に結び付かない現実もあり、安定した事業展開には今少し時間がかかると思われます。 

 収益面では営業利益、経常利益ともに前連結会計年度に比べて大幅に減少しました。これは社員の

給料などの待遇改善、今後必要な技術開発や営業部員の補強、事務所面積をワンフロア分増床したこ

となどにより経費が増加したためです。待遇改善はこれまで事業部制を採っていたため、分析機器事

業の社員に比べて待遇面で劣っていましたが、当事業の業績が向上してきており、今後更に期待が持

てることなどを考慮したものであります。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社及び連結子会社は、長期的に成長が期待できる製品分野及び研究開発分野に重点を置き、併せて省

力化、合理化及び製品の信頼性向上のための設備投資を継続的に実施しております。 

  

当連結会計年度の設備投資の総額は551百万円であり、事業の種類別セグメントの設備投資について示

すと、次のとおりであります。 

  

(分析機器事業) 

当連結会計年度の設備投資総額は355百万円であります。その主なものは、総合技術本部の一部(旧武

蔵工場)建物老朽化に伴う新棟建設に備え購入した隣接地102百万円、開発設備52百万円及び生産本部に

おける生産設備97百万円であります。 

  

(半導体事業) 

当連結会計年度の設備投資総額は193百万円であります。その主なものは、大型アニール炉32百万円

であります。 

  

(自動認識事業) 

当連結会計年度の設備投資総額は３百万円であります。その主なものは、量産のための初期投資費用

２百万円によるものであります。 

  

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。また、設備投資には無形固定

資産及び長期前払費用を含んでおります。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

(平成19年３月31日現在) 

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

３ 従業員数には臨時従業員は含んでおりません。 

  

(2) 国内子会社 

(平成19年３月31日現在) 

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

３ 従業員数には臨時従業員は含んでおりません。 

  

(3) 在外子会社 

 (平成19年３月31日現在) 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

２ 従業員数には臨時従業員は含んでおりません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社・東京支店 
(東京都新宿区)

分析機器事
業

全社的管理及び 
販売業務施設

251,107 ―
401,333
(226.26)

5,581 658,023 62

福島工場 
(福島県福島市)

分析機器事
業

分析機器装置及び
消耗品等製造設備

330,899 201,973
465,230

(32,029.77)
65,149 1,063,252 113

総合技術本部 
(埼玉県入間市)

分析機器事
業

分析機器設備 
研究開発設備 
特注機器製造設備

429,417 4,363
737,574

(10,356.47)
217,056 1,388,412 81

大阪支店
(大阪市北区)

分析機器事
業

販売業務施設 287,196 ―
111,208
(312.22)

18,327 416,732 27

自動認識事業本部 
(東京都台東区)

自動認識事
業

非接触ICカード及
び周辺機器の製造
設備

429 5,905 ― 7,737 14,071 22

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

テクノ
クオー
ツ株式
会社

本社 
・東京営業所 
(東京都新宿区)

半導 体
事業

全社的管理業
務施設 
販売業務 
営業統括施設

5,001 ― ― 749 5,750 18

蔵王南工場 
(山形県山形市)

半導 体
事業

石英ガラス 
製品生産設備

757,705 257,256
494,877

(19,834.72)
12,908 1,522,748 90

蔵王工場 
(山形県山形市)

半導 体
事業

石英ガラス 
製品生産設備

520,280 153,225
418,458

(22,243.37)
25,362 1,117,327 109

山形工場 
(山形県山形市)

半導 体
事業

石英ガラス 
製品生産設備

102,281 31,088
155,533

(5,512.06)
243 289,148 3

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

その他 合計

杭州泰谷諾石英

有限公司
中国工場 

(中国浙江省)
半導体事業

石英ガラス
製品生産設備

353,206 1,097,769 27,234 1,478,210 154



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 経常的な設備の更新のため、完成後の増加能力を記載しておりません。 

３ 工場建設用地は平成19年11月に取得する予定ですが、建物の計画は未定です。 

４ 建物の計画は未定であり、完成後の増加能力を記載しておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了予定
完成後の
増加能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

提出会社

総合技術本部 
(埼玉県入間市)

分析機器
事業

総合技術
本部一部
改築

300 102 借入金
平成19年
６月

平成19年
11月

注２

福島工場 
(福島県福島市)

分析機器
事業

工場建設
用地の取
得

200 ―   借入金 注３ 注３ 注４



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 一般募集発行価格1,369円、発行価額1,283.86円、資本組入額642円 

２ 第三者割当発行価額1,283.86円、資本組入額642円 

  割当先 新光証券株式会社 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 22,380,000

計 22,380,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 5,595,000 5,595,000
東京証券取引所
(市場第二部)

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

計 5,595,000 5,595,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成17年３月２日 
(注１)

200,000 5,535,000 128,400 1,169,275 128,372 1,712,707

平成17年３月23日 
(注２)

60,000 5,595,000 38,520 1,207,795 38,511 1,751,219



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式2,531株は「個人その他」に25単元、「単元未満株式の状況」に31株含まれております。なお、自

己株式は株主名簿上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数と同一であります。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

   
  

  

  

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

－ 16 17 41 17 2 1,402 1,495 ―

所有株式数 
(単元)

－ 10,213 1,800 9,037 5,551 16 29,328 55,945 500

所有株式数 
の割合(％)

－ 18.26 3.22 16.15 9.92 0.03 52.42 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ジーエルサイエンス従業員持株会 東京都新宿区西新宿六丁目22番１号 686 12.27

株式会社島津製作所 京都府京都市中京区西ノ京桑原町一番地 290 5.18

森 憲 司 東京都杉並区 250 4.47

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 249 4.45

株式会社山口銀行 
(常任代理人 資産管理サービス信託
銀行株式会社)

山口県下関市竹崎町四丁目２番36号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号)

248 4.43

山 本 昭 一 埼玉県所沢市 239 4.28

東京中小企業投資育成株式会社 東京都渋谷区渋谷三丁目29番22号 212 3.80

財団法人世界自然保護基金ジャパン 東京都港区芝三丁目１番14号 200 3.57

山 川 昌 行 東京都東久留米市 171 3.06

株式会社みなと銀行 兵庫県神戸市中央区三宮町二丁目１番１号 153 2.74

計 ― 2,699 48.25



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式31株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株(議決権１個)含まれ

ております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式    2,500
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式5,592,000 55,920 ―

単元未満株式 普通株式     500 ― ―

発行済株式総数        5,595,000 ― ―

総株主の議決権 ― 55,920 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
ジーエルサイエンス 
株式会社

 
東京都新宿区西新宿 
六丁目22番１号

2,500 － 2,500 0.04

計 ― 2,500 － 2,500 0.04



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

 なお、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単位未満株式の買取による株式数は含

まれておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 
  

 
(注) 平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単位未満株式の買取による株式数は含まれておりませ

ん。 

  

３ 【配当政策】 

当社は創立以来、経営理念の中で「利益は、会社、株主、社員、社会に公平に分配する」と謳ってお

り、株主の皆様にも積極的、継続的に還元を行うように考えております。 

また会社の維持、発展のため、一部を社内留保することは極めて重要なことであり、会社の内容を充実

させることは最大の社会性を意味すると考えております。 

このような基本方針に基づき、当事業年度におきましては、１株当たり45円の配当を実施いたしまし

た。 

平成18年５月１日より会社法が施行されたことにより、年間の配当回数制限が撤廃され、また、当社は

定款にて中間配当をすることができる旨を定めておりますが、期末日を基準とした年１回の配当回数を継

続し、現在のところ変更の予定はありません。 

なお、配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

  

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 2,531 ― 2,531 ―

決済年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額 
(円)

平成19年６月27日 
定時株主総会決議

251 45



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降は株

式会社ジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、平成17年３月３日より株式会社東京証券取引

所市場第二部に上場し、株式会社ジャスダック証券取引所については、平成17年４月23日に上場廃止となった

ため、それ以降の株価は株式会社東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 1,680 1,700 1,780 2,810 2,590

最低(円) 670 750 1,406 1,430 2,055

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高(円) 2,480 2,440 2,270 2,305 2,280 2,390

最低(円) 2,290 2,060 2,100 2,180 2,170 2,055



５ 【役員の状況】 

  

 
(注) １ 監査役は３名とも、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

３ 監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長

代表取締役
森   憲 司 昭和９年５月15日生

昭和43年２月 ガスクロ工業株式会社(現ジーエ

ルサイエンス株式会社)設立 

取締役社長就任(現任)

(注)２ 250

昭和51年10月 株式会社ガスクロ・ヤマガタ(現

テクノクオーツ株式会社)設立 

代表取締役社長

平成14年12月 杭州泰谷諾石英有限公司 

董事長(現任)

平成16年６月 テクノクオーツ株式会社 

取締役会長(現任)

常務取締役

総合技術本

部長 

兼応用技術

部長

外 丸 勝 彦 昭和19年８月25日生

昭和43年３月 当社入社

(注)２ 61

平成５年４月 福島工場長

平成12年６月 取締役

平成14年６月 常務取締役就任(現任) 

生産本部長兼福島工場長兼武蔵工

場長

平成15年６月 生産本部長兼福島工場長兼武蔵工

場長兼技術開発部長

平成17年４月 生産本部長兼福島工場長兼武蔵工

場長兼技術開発担当

平成18年４月 技術開発担当

平成18年10月 総合技術本部長兼応用技術部長就

任(現任)

取締役
管理本部長 
兼総務部長

高 橋 良 彰 昭和23年１月６日生

平成14年９月 ダイヤモンドコンピューターサー

ビス株式会社退職

(注)２ ４
平成14年10月 当社入社 総務部付顧問

平成15年６月 取締役総務部長

平成19年４月 取締役管理本部長兼総務部長就任

(現任)

取締役 営業本部長 大 場 春 祥 昭和24年２月４日生

昭和47年11月 当社入社

(注)２ 15

平成11年４月 営業部部長

平成14年４月 営業本部副本部長

平成17年４月 執行役員営業本部副本部長

平成17年６月 取締役営業本部副本部長

平成19年６月 取締役営業本部長就任(現任)

取締役 生産本部長 根 生 辰 男 昭和27年３月11日生

昭和49年９月 当社入社

(注)２ ―
平成14年４月 販売推進部部長

平成17年４月 執行役員販売推進部部長

平成19年６月 取締役生産本部長就任(現任)

常勤監査役 永 井   博 昭和12年４月16日生
平成12年４月 千歳興産株式会社退職

(注)３ ３
平成12年６月 当社常勤監査役就任(現任)

監査役 田 村 紀 彦 昭和15年７月９日生
平成３年４月 田村会計事務所開業(現任)

(注)３ ５
平成３年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 加 藤 靖 正 昭和18年４月25日生

昭和58年９月 経営アドバイザオフィス株式会社

設立代表取締役就任(現任) (注)３ ０

平成６年６月 当社監査役就任(現任)

計 340



４ 当社では、組織の活性化を図るため執行役員制度を導入しております。 

  執行役員は、海外部長兼海外法人管理部長 高山 守彦、福島工場長兼製造部長 櫛引 昭三、技術開発部長 

古野 正浩、大阪支店長 川辺 隆義、自動認識事業本部長 藤本 敢 以上５名であります。 

  



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、経営管理機能の充実を図ることを重要な経営課題のひとつとして位置付けております。 

当社の「経営理念」において、「経営トップは私欲に負けず(公私混同をしない)、常に組織(企業)の利

益を第一に考え、行動し、利益は株主、社員、社会(主として税金)に公平に分配する。」と、経営トップ

の倫理観を第一義に取り上げ、また、「企業を信頼し、投資してくれた株主に感謝し、その資本を有効に

使用させて貰い、責任を持ってその期待にこたえること」と株主重視の経営を明確にしております。 

このような基本認識とコンプライアンスの重要性の認識をコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

として、株主を重視しつつ社会的信頼に答えるため、以下の取り組みを行っております。 

  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システム、リスク管理体制の整備の状況 

① 会社の機関の内容 

当社の取締役は６名以内とし、取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使することがで

きる株主の決議権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款

で定めております。 

取締役会は４名の取締役で構成されておりましたが、平成17年６月23日に開催した定時株主総会に

おける取締役の改選により、取締役５名の体制となっております。また、迅速で的確な経営の意思決

定と業務遂行責任の明確化に資する機動的な経営体制とするため、取締役の任期を１年としておりま

す。 

さらに平成17年４月からは、組織の活性化を図るため執行役員制度を導入しました。取締役会にお

ける業務執行状況報告のあり方を見直し、これまでの取締役が概括的に業務執行状況を報告する方法

から、執行役員が担当する業務の執行状況について取締役会で報告する方法に改めました。これによ

り、取締役会は業務執行状況についてより詳細な報告を受けることとなり、取締役会は経営全般の意

思決定、監督機能の強化、執行役員は担当する事業部門に関するスピード経営の実践と業務執行力の

強化を図ることが可能となります。 

② 内部統制システムの整備の状況 

監査役会は常勤監査役１名、非常勤監査役２名の３名体制で構成され、全員が社外監査役でありま

す。非常勤監査役は公認会計士、経営コンサルタント等であり、監査役会規則に従い、独立の機関と

して客観的な視点から定期的かつ必要に応じて監査を実施しております。監査役の具体的な監査の方

法としては、すべての取締役会その他重要な会議への出席と意見陳述、重要な決裁書類等の閲覧、本

社スタッフ部門又は子会社の業務遂行状況の聴取などであり、経営監視の機能の強化・向上を図って

おります。 

また、会計監査人と定期的に意見交換の場をもち、会計監査人との間で会計監査に関する状況につ

いて意見・情報交換を実施することによって効率的な監査を実施するとともに、監査結果に関する相

当性の把握に努めております。 

内部監査室も社長直轄として機能させており、年間計画を策定し、主要な事業所へ往査し、その結

果を取締役会へ報告するとともに、業務改善に努めさせることなどによって、内部牽制機能の充実も

図っております。 

内部監査室と監査役会との連携状況としては、内部監査室は監査計画の内容と個別監査に関する監

査結果の内容につき監査役会に逐次報告し、監査役会は内部監査室からの報告や意見交換を通じて、

当社の内部統制システムの整備・運用状況の把握に努めております。 

このほか、更なる経営の透明性とコンプライアンス経営の強化に向けて法律事務所と顧問契約を結

んでおり、日常発生する法律問題全般に関して助言と指導が受けられる体制を設けております。 



③ リスク管理体制の整備の状況 

リスク管理体制の整備・運用は、内部統制システムの整備・運用と一体と考えており、取締役会及

び監査役会、内部監査室、会計監査人等のチェック体制を厳格、適切に運用することにより、リスク

を未然に防止することが可能であると考えております。 

  

当社のコーポレート・ガバナンス体制図 

 

  

(2) 役員報酬の内容 

当事業年度において取締役に支払われた報酬の額は合計97百万円、賞与の額は合計17百万円の総額

115百万円であります。 

また、当事業年度において監査役に支払われた報酬の額は合計12百万円、賞与の額は合計１百万円の

総額13百万円であります。 

  



(3) 監査報酬の内容 

① 監査報酬 

当社は、あずさ監査法人との監査契約に基づき会計監査を受けており、公認会計士法第２条第１項

に規定する業務に基づく報酬は15百万円であります。なお、それ以外の業務に基づく報酬はありませ

ん。 

② 会計監査の状況 

 
(注) その他は、会計士補、公認会計士試験合格

者、システム監査担当者であります。 

  

(4) 社外取締役及び社外監査役と提出会社との関係 

社外取締役はおりません。 

社外監査役３名につきましては、人的関係、資本的関係、取引関係、その他の利害関係はありませ

ん。 

  

(5) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

① 当事業年度において取締役会を27回開催し、重要な業務執行の決定や経営の重要事項についての審

議を行いました。 

② 監査役会は13回開催され監査方針、監査計画等を決定し、取締役社長との定期的打合せ会を２回実

施いたしました。また、監査役と内部監査室が単独又は連携して、当社及び連結子会社に対し業務監

査を実施いたしました。 

③ 企業情報の開示については投資家への情報提供と広報活動の重要性から、社長を中心とした決算説

明会や投資家向けの企業説明会を実施するほか、当社ホームページにおける各種情報の公開などを通

じて経営情報の迅速かつ、正確な開示に積極的に取り組みました。 

  そのほか、株主への情報開示につきましては、株式公開以来、株主総会招集通知のほかに、当社の

経営内容をより深く理解していただくために、社長の経営方針や各部門の報告を含めた当社独自の経

営資料を毎期直接株主へ郵送することにより、経営の説明責任の履行と経営の透明性向上に努めてお

ります。 

  

  

業務を執行した 

公認会計士の氏名
所属する監査法人名 監査業務に係る補助者の構成

渡邉 宣昭
あずさ監査法人

公認会計士 ４名

柏嵜 周弘 その他 ８名



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下、「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下、「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年

４月１日から平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表については、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

 
  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,964,755 2,522,481

 ２ 受取手形及び売掛金 ※９ 6,180,177 6,624,158

 ３ たな卸資産 4,091,909 4,376,427

 ４ 繰延税金資産 250,918 185,981

 ５ その他 243,686 197,373

   貸倒引当金 △8,696 △5,511

   流動資産合計 13,722,751 57.7 13,900,910 57.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※２ 5,668,869 5,745,472

     減価償却累計額 2,508,788 3,160,081 2,701,067 3,044,404

  (2) 機械装置及び運搬具 3,815,201 3,950,052

     減価償却累計額 1,990,809 1,824,391 2,199,471 1,750,580

  (3) 土地
※

1,2,3
2,695,424 2,792,543

  (4) 建設仮勘定 10,043 1,050

  (5) その他 1,609,921 1,730,906

     減価償却累計額 1,228,438 381,482 1,330,845 400,061

   有形固定資産合計 8,071,422 34.0 7,988,639 33.3

 ２ 無形固定資産 143,872 0.6 104,823 0.4

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※2,4 1,087,070 1,198,158

  (2) 繰延税金資産 129,009 ―

  (3) その他 736,711 917,626

   貸倒引当金 △117,471 △100,465

   投資その他の資産合計 1,835,319 7.7 2,015,319 8.4

   固定資産合計 10,050,615 42.3 10,108,782 42.1

   資産合計 23,773,366 100 24,009,693 100



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※９ 2,749,334 2,886,500

 ２ 短期借入金 ※２ 1,357,928 1,813,344

 ３ 未払法人税等 531,324 297,807

 ４ 未払消費税等 11,951 27,905

 ５ 賞与引当金 363,292 368,922

 ６ 役員賞与引当金 ― 18,880

 ７ その他 ※９ 529,381 527,875

   流動負債合計 5,543,212 23.3 5,941,234 24.8

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※2,8 2,066,064 1,648,436

 ２ 再評価に係る 
   繰延税金負債

※１ 129,517 128,933

 ３ 退職給付引当金 197,007 86,336

 ４ 役員退職金引当金 318,070 342,818

 ５ 連結調整勘定 946 ―

 ６ 繰延税金負債 ― 95,913

 ７ その他 ※５ 48,900 12,421

   固定負債合計 2,760,508 11.6 2,314,858 9.6

   負債合計 8,303,720 34.9 8,256,093 34.4

(少数株主持分)

  少数株主持分 2,074,061 8.7 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※６ 1,207,795 5.1 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 1,819,711 7.7 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 10,358,671 43.6 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※１ △345,464 △1.5 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 275,070 1.2 ― ―

Ⅵ 為替換算調整勘定 82,326 0.3 ― ―

Ⅶ 自己株式 ※７ △2,526 △0.0 ― ―

   資本合計 13,395,584 56.4 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

23,773,366 100 ― ―



 
  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,207,795

 ２ 資本剰余金 1,819,711

 ３ 利益剰余金 10,681,059

 ４ 自己株式 △2,526

   株主資本合計 13,706,039 57.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

194,672

 ２ 繰延ヘッジ損益 56,933

 ３ 土地再評価差額金 ※１ △346,316

 ４ 為替換算調整勘定 79,029

   評価・換算差額等合計 △15,681 △0.1

Ⅲ 少数株主持分 2,063,241 8.6

   純資産合計 15,753,600 65.6

   負債純資産合計 24,009,693 100



② 【連結損益計算書】 

 
  

前連結会計年度
(平成17年４月１日から
 平成18年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 16,785,947 100 18,975,347 100

Ⅱ 売上原価 ※１ 11,311,084 67.4 13,109,089 69.1

   売上総利益 5,474,862 32.6 5,866,258 30.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 貸倒引当金繰入額 14,834 ―

 ２ 給料手当 1,253,565 1,320,815

 ３ 賞与引当金繰入額 169,143 174,268

 ４ 役員賞与引当金繰入額 ― 18,880

 ５ 退職給付引当金繰入額 62,096 6,552

 ６ 役員退職金引当金繰入額 21,424 24,747

 ７ 試験研究費 ※１ 574,088 657,240

 ８ その他 2,220,418 4,315,570 25.7 2,361,919 4,564,425 24.0

   営業利益 1,159,292 6.9 1,301,833 6.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 4,702 6,089

 ２ 受取配当金 10,573 16,346

 ３ 連結調整勘定償却額 684 ―

 ４ 負ののれん償却額 ― 946

 ５ 為替差益 70,142 44,635

 ６ 為替予約評価益 307,044 54,274

 ７ その他 181,197 574,343 3.4 75,715 198,007 1.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 35,621 45,818

 ２ たな卸資産廃棄損 19,583 14,131

 ３ たな卸資産評価損 14,430 32,376

 ４ 貸倒引当金繰入額 15,468 ―

 ５ その他 6,990 92,094 0.5 23,909 116,235 0.6

   経常利益 1,641,541 9.8 1,383,605 7.3



 
  

前連結会計年度
(平成17年４月１日から
 平成18年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 2,161 1,491

 ２ 投資有価証券売却益 134,984 43,232

 ３ 貸倒引当金戻入益 ― 137,146 0.8 6,024 50,747 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※３ 110 4,763

 ２ 固定資産除却損 ※４ 7,754 11,183

 ３ 仕掛品評価損 ― 53,660

 ４ 投資有価証券売却損 ― 2,450

 ５ 解約違約金 17,106 ―

 ６ 割増退職金 ― 24,971 0.2 12,237 84,296 0.5

   税金等調整前当期純利益 1,753,716 10.4 1,350,056 7.1

   法人税、住民税及び 
   事業税

741,700 494,247

   法人税等調整額 15,845 757,545 4.5 305,454 799,701 4.2

   少数株主損失 12,933 0.1 41,721 0.2

   当期純利益 1,009,104 6.0 592,077 3.1



③ 【連結剰余金計算書】 

 
  

前連結会計年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

区分
注記 
番号

金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,819,711

Ⅱ 資本剰余金期末残高 1,819,711

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 9,568,195

Ⅱ 利益剰余金増加高

  １ 当期純利益 1,009,104 1,009,104

Ⅲ 利益剰余金減少高

  １ 配当金 195,739

  ２ 役員賞与 22,890 218,629

Ⅳ 利益剰余金期末残高 10,358,671



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,207,795 1,819,711 10,358,671 △2,526 13,383,651

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △251,661 △251,661

 役員賞与 △18,880 △18,880

 土地再評価差額金取崩額 852 852

 当期純利益 592,077 592,077

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

― ― 322,388 ― 322,388

平成19年３月31日残高(千円) 1,207,795 1,819,711 10,681,059 △2,526 13,706,039

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ 
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 275,070 ― △345,464 82,326 11,932 2,074,061 15,469,646

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △251,661

 役員賞与 △18,880

 土地再評価差額金取崩額 852

 当期純利益 592,077

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△80,398 56,933 △852 △3,297 △27,614 △10,819 △38,434

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△80,398 56,933 △852 △3,297 △27,614 △10,819 283,954

平成19年３月31日残高(千円) 194,672 56,933 △346,316 79,029 △15,681 2,063,241 15,753,600



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 
  

前連結会計年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 1,753,716 1,350,056

 ２ 減価償却費 689,769 719,819

 ３ 連結調整勘定償却額 △684 ―

 ４ 負ののれん償却額 ― △946

 ５ 賞与引当金の増加額(△減少額) △681 5,629

 ６ 役員賞与引当金の増加額(△減少額) ― 18,880

 ７ 貸倒引当金の増加額(△減少額) 27,352 △20,191

 ８ 退職給付引当金の増加額(△減少額) △42,938 △110,671

 ９ 前払年金費用の減少額(△増加額) ― △12,252

 10 役員退職金引当金の増加額(△減少額) 21,424 24,747

 11 受取利息及び受取配当金 △15,275 △22,435

 12 支払利息 35,621 45,818

 13 有価証券売却益 △2,987 ―

 14 為替予約評価益 △307,044 △54,274

 15 為替予約解約益 △19,484 ―

 16 投資有価証券売却益 △134,984 △43,232

 17 投資有価証券売却損 ― 2,450

 18 匿名組合投資利益 △33,313 ―

 19 匿名組合投資損失 ― 8,630

 20 固定資産売却益 △2,161 △1,491

 21 固定資産売却損 110 4,763

 22 固定資産除却損 7,754 11,183

 23 売上債権の減少額(△増加額) △1,002,618 △443,980

 24 たな卸資産の減少額(△増加額) △581,085 △301,440

 25 仕入債務の増加額(△減少額) 548,405 137,165

 26 未払消費税等の増加額(△減少額) △4,293 15,953

 27 その他資産の減少額(△増加額) △88,042 47,087

 28 その他負債の増加額(△減少額) △120,307 16,536

 29 役員賞与の支払額 △22,890 △18,880

 30 その他 3,982 2,588

    小計 709,342 1,381,514

 31 利息及び配当金の受取額 16,759 21,737

 32 利息の支払額 △35,324 △46,111

 33 法人税等の支払額 △700,010 △727,637

 34 法人税等の還付額 48,067 1,895

   営業活動によるキャッシュ・フロー 38,834 631,399

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入れによる支出 △1,720,291 △1,389,852

 ２ 定期預金の払戻しによる収入 1,473,677 1,521,539

 ３ 有価証券の売却による収入 33,557 ―

 ４ 有形固定資産の取得による支出 △674,375 △509,330

 ５ 有形固定資産の売却による収入 2,358 9,543

 ６ 無形固定資産の取得による支出 △18,856 △8,710

 ７ 投資有価証券の取得による支出 △274,627 △382,689

 ８ 投資有価証券の売却による収入 328,994 178,417

 ９ 貸付による支出 △8,178 △16,300

 10 貸付金の回収による収入 9,838 11,548

 11 その他 △167,219 △3,188

   投資活動によるキャッシュ・フロー △1,015,122 △589,024



 
  

前連結会計年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の増加額(△減少額) 274,098 385,480

 ２ 長期借入れによる収入 404,190 241,765

 ３ 長期借入金の返済による支出 △801,357 △592,692

 ４ 自己株式の取得による支出 △219 ―

 ５ 為替予約解約による収入 19,484 ―

 ６ 配当金の支払額 △195,048 △250,926

 ７ 少数株主への配当金の支払額 △40,596 △27,523

   財務活動によるキャッシュ・フロー △339,449 △243,897

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 168,681 △9,964

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額) △1,147,056 △211,487

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,663,461 1,516,405

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,516,405 1,304,917



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

１ 連結の範囲に関する事項

  連結子会社の数   ４社

   連結子会社は、テクノクオーツ株式会社、ATAS 

GL International B.V.、杭州泰谷諾石英有限公

司、GL Sciences, Inc.の４社であります。

１ 連結の範囲に関する事項

同左

２ 持分法の適用に関する事項

  持分法を適用しない関連会社の名称

株式会社京都モノテック

  持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用から除外しておりま

す。

２ 持分法の適用に関する事項

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  連結子会社のうち、杭州泰谷諾石英有限公司の決算

日は、12月31日であります。

  連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

   a 満期保有目的の債券 

    償却原価法(定額法)

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

   a 満期保有目的の債券 

    同左

   b その他有価証券

    時価のあるもの

     決算末日の市場価格等に基づく時価法

     (評価差額は、全部資本直入法により処理

し、売却原価は、総平均法により算定)

    時価のないもの

     総平均法による原価法

      なお、投資事業有限責任組合及びそれに類

する組合への出資(証券取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるもの)について

は、組合契約に規定される決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む方法によっておりま

す。

   b その他有価証券

    時価のあるもの

     決算末日の市場価格等に基づく時価法

     (評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、総平均法により算定)

    時価のないもの

同左

  ② デリバティブ取引により生じる正味の債権及び

債務

     時価法

  ② デリバティブ取引により生じる正味の債権及び

債務

     同左

  ③ たな卸資産

    商品・原材料及び貯蔵品
    ………移動平均法に基づく原価法
    製品及び仕掛品
    ………個別法又は総平均法に基づく原価法

  ③ たな卸資産

    商品・原材料及び貯蔵品
    ………同左
    製品及び仕掛品
    ………同左



 
  

前連結会計年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産

    当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在

外連結子会社は定額法を採用しております。

    ただし、当社及び国内連結子会社は平成10年４

月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)につ

いては定額法によっております。

    なお、主な耐用年数は、以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物 ５～50年

機械装置及び運搬具 ２～17年

その他 ２～20年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

  ① 有形固定資産

    同左

  ② 無形固定資産

    定額法によっており、ソフトウェアのうち自社

利用分については、社内における利用可能期間

(５年)、販売目的分については、見込有効期間

(３年)に基づいております。

  ② 無形固定資産

    同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    同左

  ② 賞与引当金

    従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額

のうち当連結会計年度の負担分を計上しておりま

す。

  ② 賞与引当金

    同左

  ③       ―――――――   ③ 役員賞与引当金

    役員に対して支給する賞与の支出に充てるた  

   め、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合 

   う分を計上しております。 

   (会計方針の変更) 

    当連結会計年度から「役員賞与に関する会計 

   基準」( 企業会計基準委員会平成17年11月29日 

   企業会計基準第４号)を適用しております。 

    これにより営業利益、経常利益及び税金等調 

   整前当期純利益は18,880千円減少しておりま 

   す。 

    なお、セグメント情報に与える影響は、当該 

   箇所に記載しております。

  ④ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

    なお、数理計算上の差異については、各連結会

計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(３年)による按分額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度より費用処理しておりま

す。

  ④ 退職給付引当金

    同左

    

  ⑤ 役員退職金引当金

    連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、役員

(執行役員を含む)の退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職金規程に基づく期末要支給額を計上

しております。

  ⑤ 役員退職金引当金

    同左



 
  

前連結会計年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

   同左

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  ① 繰延ヘッジ等のヘッジの方法

    繰延ヘッジ処理によっております。

    なお、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップ

については、特例処理を採用しております。

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  ① 繰延ヘッジ等のヘッジの方法

    繰延ヘッジ処理によっております。

    

    

  ② ヘッジ対象とヘッジ手段

    外貨建取引及び変動金利の借入金をヘッジ対象

とし、各々為替予約及び金利スワップをヘッジ手

段としております。

  ② ヘッジ対象とヘッジ手段

    外貨建取引をヘッジ対象とし、為替予約をヘッ

ジ手段としております。

  ③ ヘッジ方針

    ヘッジ取引は実需に基づいたリスクのみを対象

とし、投機的な手段としては行っておりません。

  ③ ヘッジ方針

    同左

 (6) 消費税等の会計処理

   税抜方式によっております。

 (6) 消費税等の会計処理

   同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

  連結調整勘定は、５年間で均等償却しております。

６        ―――――――

７        ――――――― ７ 負ののれんの償却に関する事項

  負ののれんは、５年間で均等償却しております。

８ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成し

ております。

８        ―――――――

  

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  資金は、手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ

月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなっております。

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  同左



会計方針の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

固定資産の減損に係る会計基準

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

―――――――

――――――― 

 

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に係る会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

13,633,425千円であります。

前連結会計年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

(連結損益計算書)

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「開発受

託収入」(当連結会計年度53,338千円)は、営業外収益の

10/100以下になったため、営業外収益の「その他」に含

めて表示しております。

(連結損益計算書)

「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「負

ののれん償却額」として表示しております。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「負

ののれん償却額」として表示しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

※１ 土地の再評価
   連結財務諸表提出会社は、土地の再評価に関する

法律(平成10年３月31日公布法律第34号 最終改正
平成13年６月29日)に基づき、平成14年３月31日に
事業用の土地の再評価を行っております。

   なお、再評価差額については、土地の再評価に関
する法律の一部を改正する法律(平成11年３月31日
公布法律第24号)に基づき、再評価差額から再評価
に係る繰延税金負債を控除した金額を「土地再評価
差額金」として資本の部に計上しております。

   再評価の方法
    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定め
る、地価税法(平成３年法律第69号)第16条に規
定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土
地の価額を算定するために国税庁長官が定めて
公表した方法により算定した価額に合理的な調
整を行って算定する方法

   再評価を行った年月日  平成14年３月31日
   再評価を行った土地の期末における
   時価と再評価後の帳簿価額との差額

△342,048千円

※１ 土地の再評価
  連結財務諸表提出会社は、土地の再評価に関する
法律(平成10年３月31日公布法律第34号 最終改正
平成13年６月29日)に基づき、平成14年３月31日に
事業用の土地の再評価を行っております。

  なお、再評価差額については、土地の再評価に関
する法律の一部を改正する法律(平成11年３月31日
公布法律第24号)に基づき、再評価差額から再評価
に係る繰延税金負債を控除した金額を「土地再評価
差額金」として純資産の部に計上しております。

  再評価の方法
   土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定め
る、地価税法(平成３年法律第69号)第16条に規
定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土
地の価額を算定するために国税庁長官が定めて
公表した方法により算定した価額に合理的な調
整を行って算定する方法

  再評価を行った年月日  平成14年３月31日
  再評価を行った土地の期末における
  時価と再評価後の帳簿価額との差額

△364,793千円

 

※２ 資産につき設定している担保権の明細
  担保資産

建物及び構築物 1,881,861千円

土地 2,068,196

投資有価証券 258,130

連結子会社株式 12,137

計 4,220,325千円

  担保資産に対応する債務

短期借入金 823,092千円

長期借入金 263,914

計 1,087,006千円

 

※２ 資産につき設定している担保権の明細
 担保資産

建物及び構築物 1,796,223千円

土地 2,068,196

投資有価証券 192,690

連結子会社株式 12,137

計 4,069,247千円

 担保資産に対応する債務

短期借入金 933,934千円

長期借入金 161,926

計 1,095,860千円



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

※３ 過年度において、国庫補助金等の受入により土地
の取得価額から控除している圧縮記帳額は、
 300,000千円であります。

※３ 過年度において、国庫補助金等の受入により土地
の取得価額から控除している圧縮記帳額は、
 300,000千円であります。

※４ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の
とおりであります。

投資有価証券(株式)  2,518千円

※４ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の
とおりであります。

投資有価証券(株式) 16,518千円

※５ 繰延ヘッジ損益
   ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰

延ヘッジ利益として計上しております。なお、相殺

前の繰延ヘッジ利益及び繰延ヘッジ損失の総額は次

のとおりであります。

  (固定負債「その他」)

繰延ヘッジ利益 38,067千円

繰延ヘッジ損失 7,356

差引 30,710千円

※５       ―――――――

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式5,595,000株

であります。

※６       ―――――――

※７ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株
式 2,531株であります。

※７       ―――――――

※８ 国内連結子会社は設備資金に充当するため、取引

銀行６行とシンジケートローン契約を締結しており

ます。

   この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行
残高は次のとおりであります。

シンジケートローンの総額 1,500,000千円

借入実行残高 1,500,000

差引  －千円

※８ 国内連結子会社は設備資金に充当するため、取引

銀行６行とシンジケートローン契約を締結しており

ます。

  この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行
残高は次のとおりであります。

シンジケートローンの総額 1,500,000千円

借入実行残高 1,500,000

差引  －千円

※９       ―――――――

 

※９ 当連結会計年度末日の満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しております。

   なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日であ

ったため、次の満期手形が当連結会計年度末日の残

高に含まれております。

受取手形 204,311千円

支払手形 372,974

設備支払手形 3,493

   (流動負債「その他」に含む)
 



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

前連結会計年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、614,734千円であります。

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、704,589千円であります。

 

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具 2,161千円

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。

工具器具及び備品
(有形固定資産「その他」に 
含む)

1,491千円

※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具 110千円

※３ 固定資産売却損は、保養所(土地及び建物等)の売

却損4,763千円であります。

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 1,752千円

機械装置及び運搬具 1,215

工具器具及び備品 
(有形固定資産「その他」に 
含む)

4,265

長期前払費用 
(投資その他の資産「その他」に
含む)

140

処分費用 380

計 7,754千円

 

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 5,055千円

機械装置及び運搬具 2,950

工具器具及び備品
(有形固定資産「その他」に 
含む)

3,177

計 11,183千円

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 5,595 ― ― 5,595

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,531 ― ― 2,531

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 251,661 45 平成18年３月31日 平成18年６月24日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 251,661 45 平成19年３月31日 平成19年６月28日



次へ 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,964,755千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△1,448,350

現金及び現金同等物 1,516,405千円

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,522,481千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△1,217,563

現金及び現金同等物 1,304,917千円

前連結会計年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(借主側)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

有形固定資産 

機械装置 

及び運搬具

有形固定資産 

工具器具 

及び備品

計

取得価額 

相当額
22,259千円 102,328千円 124,587千円

減価償却 

累計額 

相当額

9,307 52,477 61,785

期末残高 

相当額
12,951千円 49,850千円 62,802千円

  なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法によっております。

 

有形固定資産 

機械装置 

及び運搬具

有形固定資産 

工具器具 

及び備品

計

取得価額 

相当額
23,908千円 82,893千円 106,802千円

減価償却 

累計額 

相当額

15,719 48,861 64,581

期末残高 

相当額
8,188千円 34,032千円 42,221千円

  なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法によっております。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 21,016千円

１年超 41,786

計 62,802千円

 なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、有

形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、支払利子込み法によっており

ます。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 18,790千円

１年超 23,430

計 42,221千円

 なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、有

形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、支払利子込み法によっており

ます。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 23,861千円

減価償却費相当額 23,861

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 21,421千円

減価償却費相当額 21,421

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  同左



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

４ 時価評価されていない有価証券 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

  

 
  

(2) その他有価証券 

  

 
  

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

時価が連結貸借対照表計上額を超え
るもの

100,000 101,258 1,258

       合計 100,000 101,258 1,258

区分 取得原価(千円)
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)
差額(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

 ① 株式 343,041 778,940 435,898

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 125,119 153,082 27,962

  小計 468,160 932,022 463,861

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

 ① 株式 ― ― ―

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

  小計 ― ― ―

合計 468,160 932,022 463,861

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

224,579 137,972 ―

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

①子会社株式 ―

②関連会社株式 2,518

合計 2,518

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

①非上場株式 9,500

②投資事業有限責任組合等への出資 23,029

③優先株式 20,000

合計 52,529



５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

 
  

区分 １年以内(千円) １年超５年以内(千円) ５年超10年以内(千円) 10年超(千円)

①債券 

      その他

 

―

 

100,000

 

―

 

―

②その他 ― 159,983 ― ―

合計 ― 259,983 ― ―



当連結会計年度(平成19年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

４ 時価評価されていない有価証券 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

  

 
  

(2) その他有価証券 

  

 
  

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

時価が連結貸借対照表計上額を超え
ないもの

100,000 99,306 △694

       合計 100,000 99,306 △694

区分 取得原価(千円)
連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)
差額(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

 ① 株式 438,446 752,867 314,420

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 120,979 156,797 35,818

  小計 559,426 909,665 350,239

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

 ① 株式 142,289 132,522 △9,767

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 ― ― ―

  小計 142,289 132,522 △9,767

合計 701,715 1,042,188 340,472

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

137,634 43,232 2,450

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

①子会社株式 ―

②関連会社株式 16,518

合計 16,518

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

①非上場株式 7,000

②投資事業有限責任組合等への出資 12,451

③優先株式 20,000

合計 39,451



次へ 

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

 
  

区分 １年以内(千円) １年超５年以内(千円) ５年超10年以内(千円) 10年超(千円)

①債券

その他 ― 100,000 ― ―

②その他 ― 117,210 10,438 ―

合計 ― 217,210 10,438 ―



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

当社及び国内連結子会社は、通常の営業過程における輸入取引の為替相場の変動によるリスクを軽減

するため、先物為替予約取引を行っております。 

  

(2) 取引に対する取組方針 

通貨関連におけるデリバティブ取引については、主としてドル建ての仕入契約をヘッジするためのも

のであるため、外貨建輸入取引の範囲内で行うこととし、投機目的のためのデリバティブ取引は行わな

い方針であります。 

  

(3) 取引に係るリスクの内容 

先物為替予約取引には、為替相場の変動によるリスクを有しております。 

当社及び国内連結子会社のデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるた

め、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。 

  

(4) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の実行及び管理は、社内規程に従い、総務部に集中しております。また、社内規程

において、総務部長は四半期ごとに取締役会にデリバティブ取引の状況について報告をすることとなっ

ております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

 
(注) １ 時価の算定方法 

為替予約取引…為替予約取引を締結している取引銀行から提示された価格に基づき算定しております。 

２ ヘッジ会計を適用しているものについては開示の対象から除いております。 

  

区分 種類 契約額等
契約額等のうち 

1年超
時価 評価損益

為替予約取引

市場取引以外の取引  買建

  米ドル 2,321,189千円 2,321,189千円 2,327,360千円 6,170千円

合計 2,321,189千円 2,321,189千円 2,327,360千円 6,170千円



当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

当社及び国内連結子会社は、通常の営業過程における輸入取引の為替相場の変動によるリスクを軽減

するため、先物為替予約取引を行っております。 

  

(2) 取引に対する取組方針 

通貨関連におけるデリバティブ取引については、主としてドル建ての仕入契約をヘッジするためのも

のであるため、外貨建輸入取引の範囲内で行うこととし、投機目的のためのデリバティブ取引は行わな

い方針であります。 

  

(3) 取引に係るリスクの内容 

先物為替予約取引には、為替相場の変動によるリスクを有しております。 

当社及び国内連結子会社のデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるた

め、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。 

  

(4) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の実行及び管理は、社内規程に従い、総務部に集中しております。また、社内規程

において、総務部長は四半期ごとに取締役会にデリバティブ取引の状況について報告をすることとなっ

ております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

 
(注) １ 時価の算定方法 

為替予約取引…為替予約取引を締結している取引銀行から提示された価格に基づき算定しております。 

２ ヘッジ会計を適用しているものについては開示の対象から除いております。 

  

区分 種類 契約額等
契約額等のうち 

1年超
時価 評価損益

為替予約取引

市場取引以外の取引  買建

  米ドル 1,985,427千円 1,985,427千円 2,045,873千円 60,445千円

合計 1,985,427千円 1,985,427千円 2,045,873千円 60,445千円



前へ   次へ 

(退職給付関係) 

  

 
  

(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けてお

ります。また、従業員の退職等に際して割増退職金を

支払う場合があります。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けてお

ります。また、従業員の退職等に際して割増退職金を

支払う場合があります。

 

２ 退職給付債務に関する事項

① 退職給付債務 △1,896,207千円

② 年金資産 1,990,068

③ 小計(①＋②) 93,860千円

④ 未認識数理計算上の差異 △290,868

⑤ 合計(③＋④) △197,007千円

⑥ 前払年金費用 ―

⑦ 退職給付引当金(⑤－⑥) △197,007千円

 (注) 国内連結子会社は、退職給付債務の算定に当た

り、簡便法を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

① 退職給付債務 △2,033,412千円

② 年金資産 2,203,988

③ 小計(①＋②) 170,575千円

④ 未認識数理計算上の差異 △244,659

⑤ 合計(③＋④) △74,083千円

⑥ 前払年金費用 12,252

⑦ 退職給付引当金(⑤－⑥) △86,336千円

 (注) 国内連結子会社は、退職給付債務の算定に当た

り、簡便法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 96,080千円

② 利息費用 31,828

③ 期待運用収益 △29,185

④ 数理計算上の差異の費用処理額 10,718

⑤ 退職給付費用
  (①＋②＋③＋④)

109,441千円

 (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、①勤務費用に計上しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 128,305千円

② 利息費用 32,694

③ 期待運用収益 △34,712

④ 数理計算上の差異の費用処理額 △107,925

⑤ 退職給付費用
 (①＋②＋③＋④)

18,362千円

 (注) １ 簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、①勤務費用に計上しております。

 ２ 上記退職給付費用以外に、割増退職金

12,237千円を特別損失に計上しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.0％

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.0％

 
③ 期待運用収益率 2.0％

 ④ 数理計算上の差異の処理年数       ３年

   発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による按分額を翌連結会計年度より費用処理す

ることとしております。

 ⑤ 会計基準変更時差異の処理年数      １年

 
③ 期待運用収益率 2.0％

 ④ 数理計算上の差異の処理年数       ３年

   発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による按分額を翌連結会計年度より費用処理す

ることとしております。

 ⑤ 会計基準変更時差異の処理年数      １年



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

当連結会計年度末
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 ①流動資産

 賞与引当金損金算入限度超過額 147,524千円

 未払事業税否認 43,142

 たな卸資産評価損否認 36,876

 未払社会保険料否認 17,318

 その他 6,056

計 250,918千円

 ②固定資産

 土地再評価差額金(損) 217,386千円

 役員退職金引当金否認 129,305

 繰越欠損金 95,393

 退職給付引当金否認 80,141

 貸倒引当金損金算入限度超過額 43,686

 投資有価証券評価損否認 36,231

 施設利用権評価損否認 17,504

 その他 13,707

 繰延税金負債(固定)との相殺 △200,187

小計 433,171千円

  評価性引当額 △304,161千円

計 129,009千円

  繰延税金資産合計 379,928千円

(繰延税金負債)

 ①固定負債

 投資有価証券評価差額金(益) △159,466千円

 土地再評価差額金(益) △129,517

 その他有価証券評価差額金(益) △29,070

 その他 △11,650

 繰延税金資産(固定)との相殺 200,187

計 △129,517千円

  繰延税金負債合計 △129,517千円

  差引：
  繰延税金資産(又は負債)の純額

250,410千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 ①流動資産

 賞与引当金 149,736千円

 たな卸資産評価損 46,432

 未払事業税 25,976

 未払社会保険料 17,814

 その他 1,046

 繰延税金負債(流動)との相殺 △19,935

小計 221,071千円

  評価性引当額 △35,090千円

計 185,981千円

 ②固定資産

 土地再評価差額金(損) 217,386千円

 役員退職金引当金 139,351

 貸倒引当金 40,678

 投資有価証券評価損 36,231

 退職給付引当金 35,130

 施設利用権評価損 17,422

 その他 14,462

 繰延税金負債(固定)との相殺 △60,687

小計 439,976千円

  評価性引当額 △439,976千円

計 ― 千円

  繰延税金資産合計 185,981千円

(繰延税金負債)

 ①流動負債

 繰延ヘッジ損益(益) △19,935

 繰延税金資産(流動)との相殺 19,935

計 ― 千円

 ②固定負債

 投資有価証券評価差額金(益) △132,403千円

 土地再評価差額金(益) △128,933

 繰延ヘッジ損益(益) △19,819

 その他 △4,377

 繰延税金資産(固定)との相殺 60,687

計 △224,846千円

  繰延税金負債合計 △224,846千円

 差引：
 繰延税金資産(又は負債)の純額

△38,865千円



前へ 

 
  

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

当連結会計年度末
(平成19年３月31日)

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

(調整)

 交際費等永久に損金に
 算入されない項目

0.59

 受取配当金等永久に益金に
 算入されない項目

△0.09

 住民税均等割等 1.25

 繰越欠損金 2.09

 試験研究費の総額に係る税額控除 △2.30

 その他 0.97

  税効果会計適用後の法人税等の
  負担率

43.20％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

 評価性引当金の増減 19.7

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.7

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△0.2

 住民税均等割等 1.9

 繰越欠損金 △0.6

 試験研究費の総額に係る税額控除 △3.3

 その他 0.3

 税効果会計適用後の法人税等の
 負担率

59.2％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

 
  
(注) １ 事業区分の方法は、製品別売上計上区分と事業展開の経過に基づき、市場・技術・事業形態を考慮して決定

しております。なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ これら事業区分に属する主要製品は次のとおりであります。 

 
３ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。 

４ 配賦不能営業費用及び全社資産に該当するものはありません。 

  

分析機器 
事業 

(千円)

半導体事業 
(千円)

非接触IC 
カード事業 
(千円)

計 
(千円)

消去又 
は全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

12,440,918 3,719,726 625,302 16,785,947 ― 16,785,947

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は 
   振替高

78 122,435 ― 122,514 (122,514) ―

計 12,440,996 3,842,161 625,302 16,908,461 (122,514) 16,785,947

  営業費用 11,329,783 3,884,085 539,530 15,753,399 (126,743) 15,626,655

  営業利益
  又は営業損失(△)

1,111,213 △41,923 85,772 1,155,062 4,229 1,159,292

Ⅱ 資産、減価償却費
  及び資本的支出

  資産 13,828,060 9,370,718 596,331 23,795,110 (21,744) 23,773,366

  減価償却費 264,723 416,296 9,241 690,260 (491) 689,769

  資本的支出 379,643 323,968 25,306 728,917 ― 728,917

事業区分 主要製品

分析機器事業 ガスクロマトグラフ及び液体クロマトグラフ装置等

半導体事業 半導体用石英治具及び材料、光学研磨、分光光度計用石英セル等

非接触ICカード事業 非接触ICカード及びその周辺機器



当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

 
  
(注) １ 事業区分の方法は、製品別売上計上区分と事業展開の経過に基づき、市場・技術・事業形態を考慮して決定

しております。なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ これら事業区分に属する主要製品は次のとおりであります。 

 
    (非接触ICカード事業は、平成18年４月より事業区分名称を自動認識事業に変更いたしました。) 

３ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。 

４ 配賦不能営業費用及び全社資産に該当するものはありません。 

５ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (３) 重要な引当金の計

上基準 ③役員賞与引当金(会計方針の変更)」に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号)を適用しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における「分析機器事業」の営業費用が18,880千円増

加し、営業利益が同額減少しております。 

  

分析機器 
事業 

(千円)

半導体事業 
(千円)

自動認識 
事業 

(千円)

計 
(千円)

消去又 
は全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

13,332,843 4,976,205 666,298 18,975,347 ― 18,975,347

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は 
   振替高

123 124,756 ― 124,879 (124,879) ―

計 13,332,966 5,100,962 666,298 19,100,227 (124,879) 18,975,347

  営業費用 12,213,637 4,988,081 601,832 17,803,551 (130,037) 17,673,514

  営業利益 1,119,329 112,880 64,465 1,296,675 5,157 1,301,833

Ⅱ 資産、減価償却費
  及び資本的支出

  資産 13,952,700 9,313,099 769,909 24,035,709 (26,016) 24,009,693

  減価償却費 288,664 422,046 9,498 720,208 (389) 719,819

  資本的支出 355,210 193,433 3,025 551,669 ― 551,669

事業区分 主要製品

分析機器事業 ガスクロマトグラフ及び液体クロマトグラフ装置等

半導体事業 半導体用石英治具及び材料、光学研磨、分光光度計用石英セル等

自動認識事業 非接触ICカード及びその周辺機器



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び当連結会計年度(平成18年４

月１日から平成19年３月31日まで)については全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資

産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北  米 ・・・・・・・・ 米国、カナダ 

(2) アジア ・・・・・・・・ 中国、インド、シンガポール等 

(3) その他の地域 ・・・・・ ドイツ、オランダ、イギリス等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

記載すべき重要な事項はありません。 

  

当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

記載すべき重要な事項はありません。 

  

北 米 アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 1,175,649 793,722 275,843 2,245,214

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― 18,975,347

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

6.2 4.2 1.4 11.8



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

 
  

２．１株当たり当期純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

 
１株当たり純資産額 2,391円91銭 １株当たり純資産額 2,448円00銭

 
１株当たり当期純利益 177円06銭 １株当たり当期純利益 105円87銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) ― 15,753,600

普通株式に係る純資産額(千円) ― 13,690,358

差額の主な内訳(千円)

 少数株主持分 ― 2,063,241

普通株式の発行済株式数(株) ― 5,595,000

普通株式の自己株式数(株) ― 2,531

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数(株)

― 5,592,469

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 1,009,104 592,077

普通株式に係る当期純利益(千円) 990,224 592,077

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円)

 利益処分による役員賞与金 18,880 ―

普通株主に帰属しない金額(千円) 18,880 ―

普通株式の期中平均株式数(株) 5,592,529 5,592,469

前連結会計年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

該当事項はありません。 該当事項はありません。



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ このうち、山形市よりの長期借入金(１年以内に返済予定のものを含む。)24,000千円は、地域総合整備財団

が民間事業に対して行う無利子融資の制度(ふるさと融資制度)に基づき、無利息となっております。 

３ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は以

下のとおりであります。なお、その他の有利子負債(営業保証金)については、返済期限の定めがないため、

記載しておりません。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 811,520 1,197,000 1.3 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 
            (注)２

546,408 616,344 1.3 ―

長期借入金(１年以内に返済予定の 
ものを除く。)      (注)２

2,066,064 1,648,436 1.3 平成24年９月28日

その他の有利子負債 
 営業保証金(固定負債「その他」)

11,006 11,661 2.0 ―

合計 3,434,999 3,473,441 ― ―

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

524,264 339,957 300,000 300,000



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,095,486 1,890,602

 ２ 受取手形 ※５ 2,041,970 2,001,624

 ３ 売掛金 2,718,864 2,718,975

 ４ 商品 192,487 227,536

 ５ 製品 639,535 740,816

 ６ 原材料 640,629 644,182

 ７ 仕掛品 703,336 782,443

 ８ 貯蔵品 15,550 9,585

 ９ 前払費用 25,481 22,301

 10 繰延税金資産 173,144 139,134

 11 為替予約 44,743 43,585

 12 その他 14,354 37,442

   貸倒引当金 △7,141 △3,776

   流動資産合計 9,298,444 61.1 9,254,455 60.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※２ 2,434,329 2,419,639

     減価償却累計額 1,118,188 1,316,140 1,167,365 1,252,273

  (2) 構築物 185,228 186,133

     減価償却累計額 124,078 61,149 132,477 53,655

  (3) 機械及び装置 561,483 622,733

     減価償却累計額 370,885 190,597 410,490 212,242

  (4) 工具器具及び備品 1,281,443 1,384,795

     減価償却累計額 990,693 290,750 1,069,590 315,205

  (5) 土地 ※1,2 1,626,554 1,723,673

   有形固定資産合計 3,485,193 22.9 3,557,049 23.1

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 30,280 22,503

  (2) 電話加入権 10,622 10,622

  (3) 水道施設利用権 1,618 1,462

   無形固定資産合計 42,520 0.3 34,588 0.2



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 876,350 1,028,640

  (2) 関係会社株式 ※２ 1,049,102 1,063,102

  (3) 株主・従業員 
     長期貸付金

34,905 39,867

  (4) 関係会社長期貸付金 187,313 196,096

  (5) 破産・更生債権等 26,033 15,618

  (6) 長期前払費用 3,754 2,353

  (7) 繰延税金資産 241,505 125,653

  (8) 為替予約 44,065 109,155

   (9) 長期性預金 200,900 300,000

  (10) 敷金及び保証金 80,387 82,498

  (11) その他 133,581 143,301

   貸倒引当金 △109,814 △148,292

   投資評価引当金 △379,717 △379,717

   投資その他の資産合計 2,388,366 15.7 2,578,276 16.7

   固定資産合計 5,916,080 38.9 6,169,915 40.0

   資産合計 15,214,525 100   15,424,370 100   

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※５ 1,359,339 1,710,012

 ２ 買掛金 1,003,823 880,975

 ３ 短期借入金 ※２ 546,000 571,000

 ４ １年内返済予定 
   長期借入金

※２ 140,200 103,100

 ５ 未払金 10,010 66,019

 ６ 未払費用 117,947 127,435

 ７ 未払法人税等 519,989 261,400

 ８ 未払消費税等 10,168 32,821

 ９ 前受金 127,649 104,623

 10 預り金 23,121 42,135

 11 前受収益 615 615

 12 賞与引当金 260,106 273,521

 13 役員賞与引当金 ― 18,880

 14 設備支払手形 ※５ 66,121 28,448

 15 繰延ヘッジ利益 44,743 ―

   流動負債合計 4,229,837 27.8 4,220,989 27.4

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 106,240 3,140

 ２ 再評価に係る 
   繰延税金負債

※１ 129,517 128,933

 ３ 退職給付引当金 189,949 86,336

 ４ 役員退職金引当金 277,750 294,290

 ５ 繰越ヘッジ利益 37,894 ―

 ６ その他 11,006 12,421

   固定負債合計 752,358 4.9 525,120 3.4

   負債合計 4,982,196 32.7 4,746,110 30.8



 
  

 
 

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 1,207,795 8.0 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,751,219 ―

 ２ その他資本剰余金

   自己株式処分差益 68,492 68,492 ― ―

   資本剰余金合計 1,819,711 12.0 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 162,748 ―

 ２ 任意積立金

   別途積立金 5,976,000 5,976,000 ― ―

 ３ 当期未処分利益 1,181,879 ―

   利益剰余金合計 7,320,627 48.1 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※１ △345,464 △2.3 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 232,184 1.5 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※４ △2,526 △0.0 ― ―

   資本合計 10,232,328 67.3 ― ―

   負債・資本合計 15,214,525 100   ― ―



 
  

  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,207,795 7.8

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 1,751,219

  (2) その他資本剰余金 68,492

    資本剰余金合計 1,819,711 11.8

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 162,748

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 6,806,000

    繰越利益剰余金 805,606

    利益剰余金合計 7,774,354 50.4

 ４ 自己株式 △ 2,526 △0.0

   株主資本合計 10,799,335 70.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

170,502 1.1

 ２ 繰延ヘッジ損益 54,739 0.3

 ３ 土地再評価差額金 ※１ △ 346,316 △2.2

   評価・換算差額等合計 △ 121,074 △0.8

   純資産合計 10,678,260 69.2

   負債・純資産合計 15,424,370 100  



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 製品売上高 8,716,639 8,629,508

 ２ 商品売上高 4,224,494 12,941,134 100   5,171,416 13,800,924 100

Ⅱ 売上原価

 １ 製品売上原価

  (1) 期首製品たな卸高 596,631 639,535

  (2) 当期製品製造原価 4,966,991 4,969,729

  (3) 製品他勘定受入高 ※１ 8,154 6,572

合計 5,571,776 5,615,837

  (4) 製品他勘定振替高 ※２ 48,416 34,162

  (5) 期末製品たな卸高 639,535 740,816

    製品売上原価 4,883,823 4,840,858

 ２ 商品売上原価

  (1) 期首商品たな卸高 196,369 192,487

  (2) 当期商品仕入高 3,504,515 4,235,777

  (3) 商品他勘定受入高 ※１ 43,016 113,385

合計 3,743,900 4,541,650

  (4) 商品他勘定振替高 ※２ 25,513 54,097

  (5) 期末商品たな卸高 192,487 227,536

    商品売上原価 3,525,899 8,409,723 65.0 4,260,016 9,100,874 65.9

    売上総利益 4,531,410 35.0 4,700,050 34.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 運賃荷造費 109,169 112,295

 ２ 広告宣伝費 122,306 139,379

 ３ 貸倒引当金繰入額 13,751 ―

 ４ 役員報酬 105,120 110,282

 ５ 役員賞与引当金繰入額 ― 18,880

 ６ 給料手当 945,185 1,017,869

 ７ 賞与 209,110 220,954

 ８ 賞与引当金繰入額 140,740 148,070

 ９ 退職給付引当金繰入額 60,976 △4,020

 10 役員退職金引当金繰入額 13,750 16,540

 11 法定福利費 173,736 187,651

 12 福利厚生費 28,935 25,272

 13 賃借料 137,958 146,553

 14 減価償却費 103,803 103,214

 15 公租公課 50,623 47,422

 16 交際費 10,651 9,072

 17 旅費交通費 127,666 135,621

 18 通信費 38,821 38,326

 19 試験研究費 ※3,4 574,815 659,251

 20 支払手数料 81,083 104,373

 21 車両費 19,900 21,068



 
  

前事業年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

 22 消耗品費 70,217 76,382

 23 その他 143,789 3,282,114 25.4 158,361 3,492,824 25.3

   営業利益 1,249,296 9.6 1,207,225 8.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 5,655 7,182

 ２ 受取配当金 ※５ 84,444 63,906

 ３ 為替差益 ― 23,671

 ４ 為替予約評価益 286,047 54,274

 ５ その他 188,759 564,907 4.4 54,702 203,736 1.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 7,575 10,425

 ２ 手形売却損 279 ―

 ３ たな卸資産廃棄損 17,657 14,131

 ４ たな卸資産評価損 12,603 11,618

 ５ 貸倒引当金繰入額 15,618 ―

 ６ 匿名組合投資損失 ― 8,630

 ７ その他 1,070 54,804 0.4 2,834 47,641 0.4

   経常利益 1,759,399 13.6 1,363,320 9.9

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※６ ― 1,491

 ２ 投資有価証券売却益 125,446 26,055

 ３ 貸倒引当金戻入益 20,686 146,132 1.1 3,807 31,355 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※７ ― 4,763

 ２ 固定資産除却損 ※８ 4,961 3,422

 ３ 投資評価引当金繰入額 98,539 ―

 ４ 貸倒引当金繰入額 ― 103,500 0.8 49,033 57,219 0.4

   税引前当期純利益 1,802,031 13.9 1,337,456 9.7

   法人税、住民税及び 
   事業税

737,000 460,000

   法人税等調整額 △36,223 700,776 5.4 154,040 614,040 4.5

   当期純利益 1,101,254 8.5 723,415 5.2

   前期繰越利益 80,625

   当期未処分利益 1,181,879



製造原価明細書 

  

 
  

(注) 

 
  

前事業年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

 １ 原材料費 3,731,551 73.4 3,812,594 73.1

 ２ 外注加工費 193,514 3.8 261,226 5.0

 ３ 労務費 ※１ 911,876 17.9 887,394 17.0

 ４ 経費 ※２ 247,810 4.9 255,961 4.9

  当期総製造費用 5,084,752 100   5,217,176 100   

  期首仕掛品たな卸高 734,234 703,336

合計 5,818,986 5,920,512

  仕掛品他勘定振替高 ※３ 148,659 168,340

  期末仕掛品たな卸高 703,336 782,443

  当期製品製造原価 4,966,991 4,969,729

前事業年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

○ 原価計算の方法

  原価計算の方法は、分析機器のカタログ品について
は標準組別総合原価計算によっており、分析機器の特
注品及び非接触ICカード製品については実際個別原価
計算によっております。原価差額は、各月次において
売上原価・製品・仕掛品・原材料に調整配賦計算を行
っております。

○ 原価計算の方法

  同左

※１ 労務費の主な内訳は、次のとおりであります。
給料手当 512,758千円
賞与 113,116
賞与引当金繰入額 88,578
退職給付引当金繰入額 39,435

※１ 労務費の主な内訳は、次のとおりであります。
給料手当 522,302千円
賞与 108,366
賞与引当金繰入額 90,172
退職給付引当金繰入額 △2,379

※２ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。
減価償却費 85,822千円
消耗品費 46,114
水道光熱費 19,869

※２ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。
減価償却費 100,778千円
消耗品費 42,012
水道光熱費 20,419

※３ 仕掛品他勘定振替高の内訳は、次のとおりであり
ます。
商品他勘定受入高への振替額 20,371千円
製品他勘定振替高からの振替額 △12,173
販売費及び一般管理費 49,765
製造経費 6,870
営業外費用 15,079
固定資産 68,745

計 148,659千円

※３ 仕掛品他勘定振替高の内訳は、次のとおりであり
ます。
商品他勘定受入高への振替額 19,049千円
製品他勘定振替高からの振替額 △10,374
販売費及び一般管理費 67,957
製造経費 10,146
営業外費用 12,175
固定資産 69,386

計 168,340千円



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度
(平成18年６月23日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,181,879

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 251,661

 ２ 役員賞与金 
   (うち、監査役賞与金)

18,880
(1,000)

 ３ 任意積立金

   別途積立金 830,000 1,100,541

Ⅲ 次期繰越利益 81,338



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,207,795 1,751,219 68,492 1,819,711

事業年度中の変動額

 別途積立金の積立 (注)

 剰余金の配当 (注)

 役員賞与 (注)

 土地再評価差額金取崩額

 当期純利益

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― ―

平成19年３月31日残高(千円) 1,207,795 1,751,219 68,492 1,819,711

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 162,748 5,976,000 1,181,879 7,320,627 △2,526 10,345,608 

事業年度中の変動額

 別途積立金の積立 (注) 830,000 △830,000 ― ―

 剰余金の配当 (注) △251,661 △251,661 △251,661 

 役員賞与 (注) △18,880 △18,880 △18,880

 土地再評価差額金取崩額 852 852 852

 当期純利益 723,415 723,415 723,415 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ― 830,000 △376,273 453,726 ― 453,726 

平成19年３月31日残高(千円) 162,748 6,806,000 805,606 7,774,354 △2,526 10,799,335 



  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 232,184 ― △345,464 △113,279 10,232,328 

事業年度中の変動額

 別途積立金の積立 (注) ― 

 剰余金の配当 (注) △251,661 

 役員賞与 (注) △18,880 

 土地再評価差額金取崩額 852 

 当期純利益      723,415

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△61,682 54,739 △852 △7,795 △7,795 

事業年度中の変動額合計(千円) △61,682 54,739 △852 △7,795 445,931 

平成19年３月31日残高(千円) 170,502 54,739 △346,316 △121,074 10,678,260 



重要な会計方針 

  

 
  

前事業年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 満期保有目的の債券 

   償却原価法(定額法)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 満期保有目的の債券 

   同左

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

   総平均法による原価法

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

   同左

 (3) その他有価証券

   時価のあるもの

    決算末日の市場価格等に基づく時価法

   (評価差額は、全部資本直入法により処理し、

売却原価は、総平均法により算定)

 (3) その他有価証券

   時価のあるもの

    決算末日の市場価格等に基づく時価法

   (評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、総平均法により算定)

   時価のないもの

    総平均法による原価法

     なお、投資事業有限責任組合及びそれに類す

る組合への出資(証券取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの)については、組

合契約に規定される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっております。

   時価のないもの

    同左

２ デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務

の評価基準及び評価方法

   時価法

２ デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務

の評価基準及び評価方法

   同左

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法

 (1)商品・原材料及び貯蔵品

   ………移動平均法に基づく原価法

 (2)製品及び仕掛品

   ………個別法又は総平均法に基づく原価法

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法

 (1)商品・原材料及び貯蔵品

   ………同左

 (2)製品及び仕掛品

   ………同左

４ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法によっております。

   ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(附属設備を除く)については、定額法によっており

ます。

   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

       建物       ５～50年

       構築物      ７～40年

       機械及び装置   ２～12年

       工具器具及び備品 ２～20年

４ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   同左

 (2) 無形固定資産

   定額法によっており、ソフトウェアのうち自社利

用分については、社内における利用可能期間(５

年)、販売目的分については、見込有効期間(３年)

に基づいております。

 (2) 無形固定資産

   同左

５ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

５ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   同左



 
  

前事業年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

 (2) 投資評価引当金

   子会社株式の実質価額の著しい低下に対応するた

め、当該子会社の資産内容等を勘案して評価減相当

額を計上しております。

 (2) 投資評価引当金 

   同左

 (3) 賞与引当金

   従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の

うち当期の負担分を計上しております。

 (3) 賞与引当金 

   同左

 (4)       ―――――――  (4) 役員賞与引当金 

   役員に対して支給する賞与の支出に充てるた 

  め、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を 

  計上しております。 

  (会計方針の変更) 

   当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」 

  (企業会計基準委員会 平成17年11月29日企業会計 

  基準第４号)を適用しております。 

   この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経 

  常利益及び税引前当期純利益が、18,880千円減少 

  しております。

 (5) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期

末において発生していると認められる額を計上して

おります。

   なお、数理計算上の差異については、各期の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(３年)による按分額をそれぞれ発生の翌期より

費用処理しております。

 (5) 退職給付引当金

   同左

 (6) 役員退職金引当金

   役員(執行役員を含む)の退職慰労金の支給に備え

るため、役員退職金規程に基づく期末要支給額を計

上しております。

 (6) 役員退職金引当金

   同左

   

６ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

６ リース取引の処理方法

  同左

７ ヘッジ会計の方法

 (1) 繰延ヘッジ等のヘッジの方法

   繰延ヘッジ処理によっております。

   なお、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップに

ついては、特例処理を採用しております。

７ ヘッジ会計の方法

 (1) 繰延ヘッジ等のヘッジの方法

   繰延ヘッジ処理によっております。

 (2) ヘッジ対象とヘッジ手段

   外貨建取引及び変動金利の借入金をヘッジ対象と

し、各々為替予約及び金利スワップをヘッジ手段と

しております。

 (2) ヘッジ対象とヘッジ手段

   外貨建取引をヘッジ対象とし、為替予約をヘッジ

手段としております。

 (3) ヘッジ方針

   ヘッジ取引は実需に基づいたリスクのみを対象と

し、投機的な手段としては行っておりません。

 (3) ヘッジ方針

   同左

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

  税抜方式によっております。

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

  同左



会計方針の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

固定資産の減損に係る会計基準

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

―――――――

――――――― 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

10,623,520千円であります。

前事業年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

(損益計算書)

前事業年度まで区分掲記しておりました「為替差益」

(当事業年度10,288千円)は、営業外収益の10/100以下にな

ったため、営業外収益の「その他」に含めて表示しており

ます。

―――――――



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

 
  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※１ 土地の再評価

   土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公
布法律第34号 最終改正 平成13年６月29日)に基
づき、平成14年３月31日に事業用の土地の再評価を
行っております。

   なお、再評価差額については、土地の再評価に関
する法律の一部を改正する法律(平成11年３月31日
公布法律第24号)に基づき、再評価差額から再評価
に係る繰延税金負債を控除した金額を「土地再評価
差額金」として資本の部に計上しております。

   再評価の方法
    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定め
る、地価税法(平成３年法律第69号)第16条に規
定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土
地の価額を算定するために国税庁長官が定めて
公表した方法により算定した価額に合理的な調
整を行って算定する方法

   再評価を行った年月日    平成14年３月31日
   再評価を行った土地の期末における時価と
   再評価後の帳簿価額との差額

△342,048千円

※１ 土地の再評価

  土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公
布法律第34号 最終改正 平成13年６月29日)に基
づき、平成14年３月31日に事業用の土地の再評価を
行っております。

  なお、再評価差額については、土地の再評価に関
する法律の一部を改正する法律(平成11年３月31日
公布法律第24号)に基づき、再評価差額から再評価
に係る繰延税金負債を控除した金額を「土地再評価
差額金」として純資産の部に計上しております。

  再評価の方法
   土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定め
る、地価税法(平成３年法律第69号)第16条に規
定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土
地の価額を算定するために国税庁長官が定めて
公表した方法により算定した価額に合理的な調
整を行って算定する方法

  再評価を行った年月日    平成14年３月31日
  再評価を行った土地の期末における時価と
  再評価後の帳簿価額との差額

△364,793千円

 

※２ 資産につき設定している担保権の明細
   担保資産

建物 498,379千円

土地 1,078,118

投資有価証券 258,130

関係会社株式 12,137

計 1,846,765千円

   担保資産に対応する債務

短期借入金 476,000千円

１年内返済予定長期借入金 73,800

長期借入金 88,450

計 638,250千円

 

※２ 資産につき設定している担保権の明細
  担保資産

建物 463,273千円

土地 1,078,118

投資有価証券 192,690

関係会社株式 12,137

計 1,746,219千円

  担保資産に対応する債務

短期借入金 477,340千円

１年内返済予定長期借入金 85,810

長期借入金 2,640

計 565,790千円

※３ 会社が発行する株式及び発行済株式の種類及び総
数
会社が発行する株式の総数

普通株式 22,380,000株
発行済株式総数

普通株式 5,595,000株  

※３       ―――――――

※４ 自己株式の保有数
普通株式 2,531株

※４       ―――――――

※５       ―――――――

   

※５ 当事業年度末の満期手形の会計処理については、
手形交換日をもって決済処理しております。 
 なお、当事業年度末日は金融機関の休日であった
ため、次の満期手形が当事業年度末日の残高に含ま
れております。

受取手形 181,058千円

支払手形 372,974

設備支払手形 3,493

○ 配当制限 
 商法施行規則第124条第３号に規定する金額は、 
235,844千円であります。

        ―――――――



(損益計算書関係) 
  

 
  

前事業年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

※１ 製品及び商品他勘定受入高の内訳は、次のとおり

であります。

製品 商品

材料他勘定振替高
からの受入額

3,117千円 6,279千円

仕掛品他勘定振替
高からの受入額

― 22,729

商品他勘定振替高
からの受入額

4,604 ―

製品他勘定振替高
からの受入額

― 13,708

販売費及び 
一般管理費

77 289

製造経費 ― 9

営業外収益 355 ―

計 8,154千円 43,016千円
 

※１ 製品及び商品他勘定受入高の内訳は、次のとおり

であります。

製品 商品

材料他勘定振替高
からの受入額

4,563千円 75,347千円

仕掛品他勘定振替
高からの受入額

― 24,514

商品他勘定振替高
からの受入額

1,807 ―

製品他勘定振替高
からの受入額

― 13,271

販売費及び
一般管理費

201 241

製造経費 ― 9

計 6,572千円 113,385千円

※２ 製品及び商品他勘定振替高の内訳は、次のとおり
であります。

製品 商品

原材料費 1,420千円 8,097千円

仕掛品他勘定受入
高への振替額

12,173 2,357

販売費及び 
一般管理費

5,701 3,098

製造経費 241 429

商品他勘定受入高
への振替額

13,708 ―

製品他勘定受入高
への振替額

― 4,604

営業外費用 9,446 2,910

固定資産 5,724 4,015

計 48,416千円 25,513千円

※２ 製品及び商品他勘定振替高の内訳は、次のとおり
であります。

製品 商品

原材料費 1,926千円 30,240千円

仕掛品他勘定受入
高への振替額

10,374 5,465

販売費及び
一般管理費

7,845 4,652

製造経費 264 658

商品他勘定受入高
への振替額

13,271 ―

製品他勘定受入高
への振替額

― 1,807

営業外費用 263 10,691

固定資産 217 581

計 34,162千円 54,097千円

※３ 試験研究費には、賞与引当金繰入額30,788千円及
び減価償却費63,614千円が含まれております。

※３ 試験研究費には、賞与引当金繰入額35,278千円及
び減価償却費69,530千円が含まれております。

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費は574,815千円で
あります。

※４ 一般管理費に含まれる研究開発費は659,251千円で
あります。

※５ 受取配当金のうち、76,260千円は、関係会社との
取引に係るものであります。

※５ 受取配当金のうち、50,840千円は、関係会社との
取引に係るものであります。

※６       ――――――― ※６ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま
す。

工具器具及び備品 1,491千円

※７       ――――――― ※７ 固定資産売却損は、保養所(土地及び建物等)の売
却損4,763千円であります。

※８ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま
す。

建物 245千円

構築物 1,416

機械及び装置 163

工具器具及び備品 2,995

長期前払費用 140

計 4,961千円

 

※８ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま
す。

機械及び装置 812千円

工具器具及び備品 2,609

計 3,422千円



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式に関する事項 

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,531 ― ― 2,531

前事業年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

有形固定資産 
工具器具及び備品

取得価額相当額 82,483千円

減価償却累計額相当額 43,642

期末残高相当額 38,840千円

  なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法によっております。

 

有形固定資産 
工具器具及び備品

取得価額相当額 63,049千円

減価償却累計額相当額 36,057

期末残高相当額 26,991千円

  なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法によっております。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 11,849千円

１年超 26,991

計 38,840千円

  なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、有

形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、支払利子込み法によっており

ます。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 11,201千円

１年超 15,790

計 26,991千円

  なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、有

形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、支払利子込み法によっており

ます。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 15,088千円

減価償却費相当額 15,088

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 11,849千円

減価償却費相当額 11,849

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  同左



(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
  

当事業年度(平成19年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
  

区分 貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

子会社株式 617,076 3,426,616 2,809,539

区分 貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

子会社株式 617,076 3,111,408 2,494,331



(税効果会計関係) 
  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 ①流動資産

 賞与引当金損金算入限度超過額 105,837千円

 未払事業税否認 41,405

 未払社会保険料否認 12,806

 たな卸資産評価損否認 12,381

その他 713

計 173,144千円

 ②固定資産

土地再評価差額金(損) 217,386千円

 投資評価引当金損金算入限度超過額 154,507

 役員退職金引当金否認 113,016

 退職給付引当金否認 77,290

 貸倒引当金損金算入限度超過額 41,701

 その他 14,455

繰延税金負債(固定)との相殺 △159,466

小計 458,892千円

  評価性引当額 △217,386千円

計 241,505千円

  繰延税金資産合計 414,649千円

(繰延税金負債)

 ①固定負債

 土地再評価差額金(益) △129,517千円

 その他有価証券評価差額金(益) △159,466

 繰延税金資産(固定)との相殺 159,466

計 △129,517

  繰延税金負債合計 △129,517

  差引：
  繰延税金資産(又は負債)の純額

285,131千円

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 ①流動資産

 賞与引当金 111,295千円

 未払事業税 23,757

 未払社会保険料 13,596

 たな卸資産評価損 7,487

その他 732

繰延税金負債(流動)との相殺 △17,734

計 139,134千円

 ②固定資産

土地再評価差額金(損) 217,386千円

 投資評価引当金損金 154,507

 役員退職金引当金 119,746

 貸倒引当金 59,546

 退職給付引当金 35,130

 その他 15,900

繰延税金負債(固定)との相殺 △136,793

小計 465,423千円

  評価性引当額 △339,770千円

計 125,653千円

  繰延税金資産合計 264,788千円

(繰延税金負債)

 ①流動負債

 繰延ヘッジ損益(益) △17,734千円

 繰延税金資産(流動)との相殺 17,734

計 ―

 ②固定負債

 土地再評価差額金(益) △128,933千円

 その他有価証券評価差額金(益) △116,973

 繰延ヘッジ損益(益) △19,819

 繰延税金資産(固定)との相殺 136,793

計 △128,933

  繰延税金負債合計 △128,933

 差引：
 繰延税金資産(又は負債)の純額

135,854千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため注記を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

評価性引当金の増減 9.2

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.3

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△1.7

 住民税均等割等 1.3

 試験研究費の総額に係る税額控除 △3.3

 その他 △0.6

 税効果会計適用後の法人税等の
 負担率

45.9％



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

 
  

２．１株当たり純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

 
１株当たり純資産額 1,826円29銭

 
１株当たり純資産額 1,909円40銭

 
１株当たり当期純利益 193円54銭

 
１株当たり当期純利益 129円36銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) ― 10,678,260

普通株式に係る純資産額(千円) ― 10,678,260

普通株式の発行済株式数（株） ― 5,595,000

普通株式の自己株数（株） ― 2,531

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式数(株)

― 5,592,469

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 1,101,254 723,415

普通株式に係る当期純利益(千円) 1,082,374 723,415

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円)

 利益処分による役員賞与金 18,880 ―

普通株式に帰属しない金額(千円) 18,880 ―

普通株式の期中平均株式数(株) 5,592,529 5,592,469

前事業年度
(平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで)

当事業年度
(平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで)

該当事項はありません。 該当事項はありません。



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【債券】 

  

 
  

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

満期保有
目的の債
券

(投資有価証券)

三菱UFJ証券株式会社

インターナショナル・ピーエルシー
100,000 100,000

計 100,000 100,000



【株式】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

その他 
有価証券

(投資有価証券)

株式会社島津製作所 126,000 128,646

 株式会社みなと銀行 501,566 128,400

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 86 114,592

東洋証券株式会社 200,000 108,600

エスエス製薬株式会社 72,000 49,320

株式会社日立ハイテクノロジーズ 12,196 39,271

株式会社三菱ケミカルホールディングス 30,236 30,326

新光証券株式会社 50,528 30,165

旭硝子株式会社 17,766 29,473

株式会社山口フィナンシャルグループ(第四種
優先株式)

20 20,000

大陽日酸株式会社 16,151 17,184

日本化薬株式会社 17,480 17,008

株式会社山口フィナンシャルグループ 10,000 15,880

コスモ石油株式会社 30,680 15,156

丸三証券株式会社 8,820 14,411

東洋キャピタル株式会社 120 7,000

東北化学薬品株式会社 9,274 6,056

コスモ証券株式会社 10,609 2,376

東ソー株式会社 1,000 607

株式会社ＭＡＲＵＷＡ 100 238

計 1,114,632 774,714



【その他】 

  

 
  

種類及び銘柄 投資口数(口) 貸借対照表計上額(千円)

その他 
有価証券

(投資有価証券)

投資信託受益証券

A 三井住友アセットマネジメント株式会社

中国株ファンド・大国 2006-５

3,000 45,969

B 三井住友アセットマネジメント株式会社

三井住友・インド・中国株オープン

30,000,000 35,955

C 三井住友アセットマネジメント株式会社

中国株ファンド・大国 2006-９

2,000 26,214

D 三井住友アセットマネジメント株式会社

中国株ファンド・大国 2006-11
2,000 22,786

E 大和証券投資信託委託株式会社

ダイワ三資産分散ファンド
10,000,000 10,438

F 三菱UFJ投信株式会社

三菱UFJ日本バランスオープン株式20型

100,000 112

投資事業有限責任組合等への出資

 NIFベンチャーズ株式会社

日台新企業投資
2 12,451

計 40,107,002 153,926



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加のうち主なものは、次のとおりであります。 

工具器具及び備品 営業支援設備関係  92,734千円 

         研究開発設備関係  51,375千円 

         福島工場生産設備  18,465千円 

土地             総合技術本部拡張  102,555千円 

２ 長期前払費用の( )内は内数で、長期前払保険料に係るものであり、減価償却と性格が異なるため、償却累

計額及び当期償却額の算定には含めておりません。 

  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

建物 2,434,329 9,357 24,047 2,419,639 1,167,365 69,717 1,252,273

構築物 185,228 1,331 426 186,133 132,477 8,804 53,655

機械及び装置 561,483 72,436 11,186 622,733 410,490 47,214 212,242

工具器具及び備品 1,281,443 166,321 62,969 1,384,795 1,069,590 134,616 315,205

土地 1,626,554 102,555 5,436 1,723,673 ― ― 1,723,673

有形固定資産計 6,089,039 352,001 104,066 6,336,974 2,779,924 260,353 3,557,049

無形固定資産

 ソフトウェア 162,804 4,865 4,268 163,402 140,898 12,642 22,503

 電話加入権 10,622 ― ― 10,622 ― ― 10,622

 水道施設利用権 2,330 ― ― 2,330 867 155 1,462

無形固定資産計 175,757 4,865 4,268 176,354 141,765 12,797 34,588

長期前払費用
12,018
(2,177)

600
― 

1,628
(1,628)

10,990
(549)

8,636
―

372
―

2,353
(549)



【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」内訳 

 
  

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 116,956 52,810 10,113 7,584 152,068

投資評価引当金 379,717 ― ― ― 379,717

賞与引当金 260,106 273,521 260,106 ― 273,521

役員賞与引当金 ― 18,880 ― ― 18,880

役員退職金引当金 277,750 16,540 ― ― 294,290

一般債権の貸倒実績率に基づく洗替による戻入額 7,141千円

債権回収等に伴う超過額の戻入額 243千円

その他 200千円



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

 相手先別内訳 

  

 
(注) 島津サイエンス東日本株式会社 他 

  

区分 金額(千円)

現金 4,505

預金の種類

当座預金 940,526

普通預金 86,518

定期預金 843,063

外貨預金 12,691

別段預金 3,297

小計 1,886,096

合計 1,890,602

相手先 金額(千円)

日本電子データム株式会社 55,916

株式会社島津製作所 48,116

味の素エンジニアリング株式会社 44,604

遠藤科学株式会社 36,553

片山化学工業株式会社 34,193

その他 (注) 1,782,240

合計 2,001,624



 決済期日別内訳 

  

 
  

③ 売掛金 

 相手先別内訳 
  

 
(注) 株式会社日立ハイテクノロジーズ他 

  

 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

期日 金額(千円)

平成19年４月 518,844

    ５月 624,295

    ６月 336,035

    ７月 484,055

    ８月 36,538

    ９月 以降 1,855

合計 2,001,624

相手先 金額(千円)

株式会社日立製作所 126,584

株式会社島津製作所 120,141

中山商事株式会社 64,712

Ｔ・Ｄ・Ｋ株式会社 57,937

味の素株式会社 45,806

その他 (注) 2,303,793

合計 2,718,975

前期繰越高(千円) 
 

(Ａ)

当期発生高(千円)
 

(Ｂ)

当期回収高(千円)
 

(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 

(Ｄ)
 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

2,718,864 14,457,372 14,457,261 2,718,975 84.17 68.6



④ 商品 

  

 
  

⑤ 製品 

  

 
  

⑥ 原材料 

  

 
  

⑦ 仕掛品 

  

 
  

⑧ 貯蔵品 

  

 
  

品目 金額(千円)

ガスクロマトグラフ 75,179

液体クロマトグラフ 66,190

その他 86,166

合計 227,536

品目 金額(千円)

ガスクロマトグラフ 171,268

液体クロマトグラフ 303,144

その他 266,403

合計 740,816

品目 金額(千円)

ガスクロマトグラフ 247,766

液体クロマトグラフ 245,543

その他 150,873

合計 644,182

品目 金額(千円)

ガスクロマトグラフ 310,897

液体クロマトグラフ 361,102

その他 110,443

合計 782,443

品目 金額(千円)

総合カタログ 2,263

切手・印紙 1,220

各種伝票類 1,017

その他 5,083

合計 9,585



⑨ 関係会社株式 

  

 
  

⑩ 支払手形 

 相手先別内訳 
  

 
(注) 株式会社堀場エステック 他 

  

 決済期日別内訳 
  

 
  

銘柄 金額(千円)

(子会社株式)

 テクノクオーツ株式会社 617,076

 ATAS GL International B.V. 379,717

 GL Sciences, Inc. 49,789

(関連会社株式)

 株式会社京都モノテック 16,518

合計 1,063,102

相手先 金額(千円)

株式会社日立ハイテクノロジーズ 175,750

昭光通商株式会社 112,765

住友スリーエム株式会社 99,626

ダイセル化学工業株式会社 73,329

株式会社伊藤製作所 54,706

その他 (注) 1,193,832

合計 1,710,012

期日 金額(千円)

平成19年４月 386,846

    ５月 727,774

    ６月 ―

    ７月 595,391

合計 1,710,012



⑪ 買掛金 

 相手先別内訳 
  

 
(注)  昭光通商株式会社 他 

  

⑫ 設備支払手形 

 相手先別内訳 

  

 
(注)  福島リコピー販売株式会社 他 

  

 決済期日別内訳 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円)

アプライドバイオシステムズジャパン株式会社 76,006

日本ダイオネクス株式会社 64,893

株式会社日立ハイテクノロジーズ 62,329

バリアンテクノロジーズジャパンリミテッド 37,777

株式会社堀場エステック 37,452

その他 (注) 602,516

合計 880,975

相手先 金額(千円)

ホソカワミクロン株式会社 10,500

六洋電気株式会社 3,580

精電舎電子工業株式会社 2,919

株式会社エムジー 2,625

株式会社サンコー電子 1,869

その他 (注) 6,955

合計 28,448

期日 金額(千円)

平成19年４月 3,493

    ５月 20,671

    ６月 ―

    ７月 4,284

合計 28,448



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 当会社の単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使するこができない。 

会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

取得請求権付株式の取得を請求する権利 

募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
 
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 
野村證券株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき10,000円

  株券登録料 １件につき500円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
 
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 
野村證券株式会社 全国本支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(１) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第39期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月26日関東財務局長に

提出 

(２) 半期報告書 

事業年度 第40期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月22日関東財務局長

に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月25日

ジーエルサイエンス株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているジーエルサイエンス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ジーエルサイエンス株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

あずさ監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  渡  邉  宣  昭  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  柏  嵜  周  弘  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

 



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月27日

ジーエルサイエンス株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているジーエルサイエンス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ジーエルサイエンス株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

あずさ監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  渡  邉  宣  昭  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  柏  嵜  周  弘  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月25日

ジーエルサイエンス株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているジーエルサイエンス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第39期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ジーエルサイエンス株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

  

あずさ監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  渡  邉  宣  昭  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  柏  嵜  周  弘  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月27日

ジーエルサイエンス株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているジーエルサイエンス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第40期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ジーエルサイエンス株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

あずさ監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  渡  邉  宣  昭  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  柏  嵜  周  弘  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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